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358 万横浜市民の勇気ある挑戦として、市民・事業者の皆さんと行政が協働し、

Ｇ３０を推進してまいりました。 

 

平成 17 年度のごみ量は、106 万 3 千トンとなり、平成 13 年度に比べ、33.9％減

少し、Ｇ３０プランの目標である平成 22 年度を 5 年前倒しして、「ごみ３０％削減」

を達成しました。Ｇ３０に対する市民・事業者の皆さんのご理解とご協力によるも

のであり、皆さんに心から感謝を申し上げます。 

 

また、こうしたごみ減量結果を踏まえ、中長期的にもこの成果を持続していくこ

とで、２つの焼却工場を廃止することとし、２工場で１,１００億円の建て替え費用

が不要となりました。さらには、平成 17 年度のごみ削減目標（27.7％削減）を達

成することで、杉の木４,５００万本（横浜全市域 440k ㎡と同じ面積の杉林に匹敵）

が 1 年間に吸収する量に相当する 63 万トンの二酸化炭素（ＣＯ２）削減という効果

を発表しましたが、17 年度のごみ量実績からは、さらなる削減効果が期待されます。

こうした効果は、市民・事業者の皆さんのＧ３０行動実践が生み出した成果であり、

重ねて感謝申し上げます。 

 

しかし、Ｇ３０プランの「平成 22 年度にごみ量３０%削減」という目標を達成

するためには、現在の成果を一過性に終わらせてはなりません。 

 

さらには、Ｇ３０の基本理念である「循環型社会」の実現のためには、私たちの

ライフスタイルや社会システムを環境にやさしいものに変えていく必要がありま

す。 

 

そのためには、この成果を将来にわたって持続し、さらなるごみの減量・リサイ

クルを推進することで、ほんとうの意味でＧ３０を成功させていかなければなりま

せん。 

 

次の世代に豊かな地球、美しい自然を残していくことが今に生きる私たちの責任

です。 

 

市民・事業者の皆さんのＧ３０行動が、自然や地球の環境を守る大きな力となり、

そして「環境行動都市の創造」へとつながります。 

 

今後とも、市民・事業者の皆さんには、引き続きＧ３０行動へのご理解とご協力

をお願いいたします。 

 

平成１８年４月１７日 
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平成 13 年度当時、横浜市のごみ量は、人口の伸びを上回って増加し、環境への負荷も増大し

ていたことから、これまでの焼却処理、埋立処分を中心とする廃棄物対策からの転換が求められ

ていました。 

 

そこで、大量生産・大量消費・大量廃棄などの仕組みを見直すとともに、有限な資源を大切に

し、可能な限り再使用・リサイクルする循環型の社会システムを構築するため、「平成 22 年度に

おける全市のごみ量を平成 13 年度に対して 30％削減する」という具体的な目標を定め、市民・

事業者の皆さんと協働し、一体となってごみ減量・リサイクルに取組む「横浜Ｇ３０プラン」を

策定しました。 

 

行政が、ごみ減量・リサイクルの仕組みを作り、市民・事業者の皆さんと協働して、分別品目

の拡大事業を始めとする様々な取組を進めてきた結果、平成 17 年度にはごみ減量 30％を５年前

倒しして達成し、さらには、２つの焼却工場廃止による 1,100 億円の経費削減と 63 万トンの二

酸化炭素削減という環境負荷低減の効果を生みだしました。 

 

しかし、これまでの成果を楽観視することはできません。ごみ減量の成果を将来にわたって持

続することの難しさは他都市の例を見れば明らかであり、ごみ減量の成果が一過性であれば、Ｇ 

３０は成功したことにはならないからです。 

 

このため、ごみ減量の成果を将来にわたって持続させるとともに、さらなるごみの減量・リサ

イクルを推進していくことが今後の最大の目標となります。 

 

「徹底したごみの分別とリサイクル」といったＧ３０行動を実践していただくとともに、これ

をきっかけとして、市民グループの皆さんによる分別キャンペーンや啓発活動、分別・リサイク

ルに徹底的に取組む事業所などが拡大しつつあり、こうした市民・事業者の皆さんの主体的・自

主的な取組、いわば「市民の力」が、ごみ減量とともに財政的効果と環境負荷低減効果を生みだ

しました。 

 

今後、循環型社会の構築を目指し、Ｇ３０をさらに推進するため、一人ひとりの市民、各種市

民団体、ＮＰＯ、事業者の皆さんの「市民の力」が存分に発揮されるような施策展開を図ってい

くことが求められています。 

 

そこで、これまで実施してきた様々な施策・事業の振返りやごみ量実績の分析を行うことなど

により、「横浜Ｇ３０プラン」を検証するとともに、検証作業の中で浮かび上がってくる課題を

整理し、今後の施策展開について検討する、「横浜Ｇ３０プラン」の「ローリング」を行います。 

 

 

第１ 横浜Ｇ３０プランの検証と今後の展開（ローリング）について 
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●「横浜Ｇ３０プラン」（平成 15 年１月策定）の概要 

【策定の趣旨】  

大量生産・大量消費・大量廃棄の一方通行型の社会経済システムは、物質的な豊かさを私たちに

もたらした一方で、地球上に様々な問題を引き起こしています。 

そのひとつである環境問題は、ごみ問題や開発による緑地の消失など、身近な生活環境の問題か

ら、二酸化炭素による温暖化など、ひとつの国や地域にとどまらない地球環境問題にまで拡大して

います。このまま対策を講じなければ、次の世代に良質な都市環境・地球環境を引きつぐことが不

可能となります。 

 

そこで、横浜市では、平成 14 年 12 月に発表した市政運営における政策面での基本的な指針である中

期政策プランの中で、めざすべき都市像のひとつとして「地域から地球に広がる環境行動都市の創造」を

掲げ、その実現に向け、「平成 22（2010）年度における全市のごみ量＊を平成 13（2001 年度に対し 30％削

減する」という廃棄物対策における目標を定めました。 

    ＊ごみとして排出されるもののうち、資源物として排出されるものを除く量 

また、平成 15 年１月８日には、この目標達成に向けて、市民・事業者の皆さんの参加と協力により、ごみ

の減量・リサイクルに取り組むため、市長自らが横浜市民の代表として、「横浜Ｇ３０行動宣言」を発するとと

もに、「Ｇ３０行動」の具体的な施策を盛り込んだ一般廃棄物処理基本計画を「横浜Ｇ３０プラン」として策

定しました。 

 

「横浜Ｇ３０プラン」は、市民・事業者の皆さんの環境意識の高まりや循環型社会形成推進基本法をはじ

めとする法体系の整備、非「拡大・成長」の時代への移行など、社会経済状況の変化に対応し、焼却・埋

立処分を中心とする廃棄物対策からの転換を図り、循環型社会を構築するため、横浜市廃棄物減量化・

資源化等推進審議会の答申をふまえ、市民の方々の意見をできるだけ取り入れながら、中期政策プランと

の整合を図り、平成 5 年に策定した一般廃棄物処理基本計画を改定したものです。 

 

【基本理念】 

ごみ問題を環境問題、資源・エネルギー問題の一環としてとらえ、廃棄物による環境への負荷をできる

限り低減するため、廃棄物の発生を抑制するとともに、徹底した分別をはかり、再生利用を推進することで、

限りある資源・エネルギーの消費の節減と循環的な利用を促進し、市民・事業者の皆さんと行政が協働し、

一体となって「循環型社会」の実現をめざします。 

 
●Ｇ３０のこれまでの主な施策展開 
 

【平成 15年】 

 1 月    「横浜Ｇ３０行動宣言」、「横浜Ｇ３０プラン」発表 

        4 月    「ヨコハマはＧ３０」推進本部設置 

             6 月～8月 各区Ｇ３０推進本部設置、地域Ｇ３０活動委員会設置 

            10 月    家庭ごみ分別収集品目拡大モデル事業開始 

            12 月     事業系ごみについてリサイクル可能な古紙と産業廃棄物の木くず 

等の焼却工場への搬入を停止、搬入物検査の強化 

【平成 16年】 

10 月    家庭ごみ分別収集品目拡大の 6区先行実施 

【平成 17年】 

 4 月    家庭ごみ分別収集品目拡大の全市展開 
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Ｇ３０プランの目標である「ごみ減量 30％」の達成に向けて、市民・事業者の皆さんが参加・

協力できるごみ減量・リサイクルの仕組みをつくり、行政が市民・事業者の皆さんに説明し、積

極的に働きかけ、協働して、分別の徹底などのＧ３０行動に取り組んできました。 

 

（１）行政による仕組みづくりと普及啓発 

●市民・事業者が参加・協力できる仕組みづくり 
【家庭系】 

Ｇ３０の大きな柱である家庭ごみの徹底的な分別とリサイクルの推進に向け、すべての市民の

皆さんが参加・協力できる仕組みをつくりました。 
まず、Ｇ３０行動の全市的な組織として「『ヨコハマはＧ３０」推進本部』、区ごとの組織とし

て「区Ｇ３０推進本部」、「地域Ｇ３０活動委員会」を設置し、地域にきめ細かく対応できる体制

を整備するとともに、市民の皆さんによるＧ３０サポーター（登録ボランティア）を創設しまし

た。 
これにあわせ、収集事務所を中心に、職員一人ひとりがＧ３０の広報・宣伝マンの役割を担う

とともに、市民・事業者の皆さんに適切なアドバイスができる体制を整備しました。 
また、分別収集品目を、5 分別 7 品目から、プラスチック製容器包装や古紙・古布などを追加

して 10 分別 15 品目に拡大するとともに、市民の皆さんの自主的取組である資源集団回収の拡

充を図ってきました。さらに、常設の資源物回収拠点である「資源デポ」の増設、収集事務所や

焼却工場、公園等の拠点を利用して資源を回収する「センターリサイクル」の実施等、資源物回

収のための受け皿整備を進めてきました。 
【事業系】 

リサイクル可能な古紙は分別してリサイクルすることとし、また、建設木くずについても民間

のリサイクル施設が整備されてきた状況があり、リサイクルを進めるため、焼却工場での受入を

停止しました。 
これにあわせて、工場での搬入物検査を強化し、不適正な搬入を防ぐとともに、びん・缶・ペ

ットボトルなどの資源物についてもリサイクルルートに誘導しています。 
 
●Ｇ３０の普及啓発 
Ｇ３０に関心を持っていただき、行政がつくる仕組みに市民・事業者の皆さんに参加・協力し

ていただけるよう普及啓発を推進してきました。 
まず、「ヨコハマは G３０」の標語を、様々なイベントで掲示するとともに、市が発行するす

べての広報印刷物へ刷り込む、公用車などに標語のステッカーを貼るなど、あらゆる機会を捉え

て PR し、「G３０って何だろう」と関心を持っていただくための取組を行ってきました。 
さらに、Ｇ３０のロゴやマスコットを公募するとともに、G３０テーマソング「いいね！横浜

G３０」を作成することで、市民の皆さんに広くＧ３０を知っていただくことに努めてきました。

そのほか、国際仮装行列や各区・地域でのイベントへの参加、商店街・スーパーマーケット等と

連携したキャンペーンなどを行うなど「G３０」の浸透を図りました。 

第２ Ｇ30 プランの検証 

１ 市民・事業者の皆さんが支えたＧ３０の推進 
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【家庭系】 

家庭ごみの分別排出を徹底するため、自治会・町内会単位できめ細かな住民説明会を開催し、

徹底した分別・リサイクルの仕組みへの積極的な参加を働きかけるとともに、市民の皆さんのご

理解とご協力を得ながら、集積場所での啓発活動や分別されていないごみの取り残しなどを実施

しました。さらに、収集事務所等の現場職員による出前講座や市内全小学校を対象とした焼却工

場見学なども実施してきました。 
【事業系】 

各種業界の集まりに出向くなど、様々な機会をとらえて「横浜Ｇ３０プラン」の趣旨や必要性

を事業者へ説明し、ごみ減量・リサイクルの実践を働きかけてきました。 
また、事業系ごみの基本的な分別方法のリーフレットを作成し、家庭ごみの分別収集拡大に併

せ全事業所へ送付して、分別の徹底を働きかけました。 
    
 
 
 
 
 
 
 
（２）市民・事業者の皆さんによるＧ３０行動と自主的な取組 

市民や事業者の皆さんに、行政のつくった仕組みに参加・協力していただくことで、Ｇ３０行

動が実践され、さらには、こうした協働の取組みがきっかけとなり、自主的・自発的なごみ減量・

リサイクル活動や環境に配慮した行動などが始まっています。 
●市民の皆さんの取組 
分別の徹底などのＧ３０行動をきっかけに、地域や家庭内でのコミュニケーションが生まれ、

さらに、自主的にキャンペーンや啓発活動を実施されるグループが出てきたほか、ごみ・環境へ

の意識の高まりから、マイバックの持参や余分な包装を断るなどのごみ減量行動も現われてきて

います。また、こうした市民の皆さんのごみ減量行動が、事業者の皆さんのごみになりにくい商

品の開発や簡易包装の推進などの取組みを促しています。 
 
 
 
 
 
 
 

●事業者の皆さんの取組 
ごみの減量･リサイクルの啓発や働きかけにより、事業者の皆さんの自主的な取組みも出てき

ています。横浜建設業協会の会員の皆さんは、Ｇ３０モデル建設現場での分別や古紙の共同回収

に取り組んでいます。また、分別・リサイクルに徹底的に取り組んでいる事業所もあります。こ

うした事業所については、分別優良事業所として認定することとしました。平成１７年度は、5
事業所を認定しました。 

 
 
 

 

  

市民による集積場所等での活動 

地域における普及啓発活動 

このように、「市民・事業者・行政の協働」そして「市民や事業者の皆さんによる主体的なＧ３０

行動」という、いわば市民や事業者の皆さんの力が、Ｇ３０推進の大きな原動力となり、ごみ減量・

リサイクルの成果と、財政的効果や環境負荷低減効果をもたらしました。 
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（１）ごみ量の実績 

●市全体のごみ量 
横浜市のごみ量は、平成 13 年度の 161 万トンに対して、平成 15 年度は 153 万トン、平成 16

年度は 132 万トンに減少しました。さらに、平成 17 年度は 106 万 3 千トンまで減少し、「ごみ量

30％減（対平成 13年度比）」を５年前倒しして達成しました。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 平成 13 年度 

実績 

平成 14 年度

実績 

平成 15 年度 

実績 

平成 16 年度 

実績 

平成 17 年度 

実績 

平成 22 年度 

目標 

市全体ごみ量（万トン） １６１ １５９ １５３ １３２ １０６ １１３ 

 対平成 13 年度比（単位：%） － ▲１ ▲５ ▲１８ ▲３４ ▲３０ 

人口（万人） ３４６ ３５０ ３５３ ３５６ ３５８ ３７１ 

 対平成 13 年度比（単位：%） － １．０ １．９ ２．７ ３．４ ７．１ 

※人口は各年度 10 月 1 日の人口です。また、平成 22 年度人口は、本市で平成 16 年度に推計した中位推計人口です。 

 
 

ごみ量、人口の推移
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２ Ｇ30 の施策展開とごみ量の実績 

■これまでの主な取組の経過 

平成 15 年  1 月  「横浜 G３０プラン」策定 

平成 15 年 10 月  市内約 40,000 世帯を対象に分別収集品目拡大モデル事業を実施 

平成 15 年 12 月  産業廃棄物である木くずや資源化可能な古紙等の焼却工場への搬入停止 

平成 16 年 10 月  市内 6 区（南、港南、磯子、金沢、泉、栄区）で分別収集品目拡大事業を実施 

平成 17 年  4 月  市内全域で分別収集品目拡大事業を実施 

G30 プラン目標 113 万

0 
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ごみ量原単位の推移
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【家庭系ごみの推移】 
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●市民ひとり一日あたりの市全体のごみ量（原単位） 

横浜市の市民ひとり一日あたりのごみ量（原単位）は、平成 13 年度の 1,274ｇ／（人・日）に

対して、平成 15 年度は 1,190ｇ／（人・日）、平成 16 年度は 1,011ｇ／（人・日）に減少しまし

た。さらに、平成 17 年度は 814ｇ／（人・日）まで減少しました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 平成 13 年度 

実績 

平成 14 年度

実績 

平成 15 年度 

実績 

平成 16 年度 

実績 

平成 17 年度 

実績 

平成 22 年度 

目標 

ひとり一日あたりの市全体ごみ量原単位 

（g/(人・日)） 
１，２７４ １，２４３ １，１９０ １，０１１ ８１４ ８４９ 

 対平成 13 年度比（単位：%） － ▲２ ▲７ ▲２１ ▲３６ ▲３３ 

 
 

●家庭系ごみ 

家庭系ごみ量は、平成 13年度の 93 万トンに対して、平成 17年度には、28万トン減少（▲30％）

し、65 万トンになりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

G30 プラン目標 849g 

0 

※家庭系ごみは、「燃やすごみ (家庭ごみ)」と 
「資源物、その他(不法投棄等)のうち資源化できなかったもの」の合計です。 
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【燃やすごみ（家庭ごみ）の推移】 
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【市民ひとり一日あたりの家庭ごみ量の推移】 
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横浜市の人口は、平成 13 年度の 346 万に対して、平成 17 年度には、12 万人増加（3.4％）し、

358 万人になりました。 

家庭系ごみのうち、家庭から出される燃やすごみ（家庭ごみ）は、3.4％ の人口増にも関わら

ず、平成 13 年度の 90 万トンに対して、平成 17 年度には、29 万トン減少（▲32％）し、62 万ト

ンになりました。 

また、市民ひとり一日あたりの家庭ごみ量（原単位）は、平成 13 年度の 713ｇ／（人・日）に

対して、平成 17 年度には 242ｇ減少（▲34％）し、471ｇ／（人・日）になりました。 

 

 

 

 

 

●事業系ごみ 

事業系ごみ量は、平成 13年度の 67 万トンに対して、平成 17年度には、26万トン減少（▲39％）

し、41 万トンになりました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【事業系ごみの推移】 
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（２）資源の回収量の実績 

資源の回収方法には、市内の自治会・町内会、子ども会等の団体が以前から実施している「資源

集団回収」や、市民が自主的に持ち込みのできる常設の回収拠点である「資源デポ」、各区の収集

事務所が実施している収集事務所や焼却工場、公園等の拠点を利用して資源を回収する「センター

リサイクル」、集積場所で市が収集する「行政回収」の方法があります。 
資源集団回収の促進や資源デポの整備はもとより、平成 17 年４月からの分別収集品目拡大事業

の全市展開などの取組を進めてきた結果、資源の回収量は、平成 13 年度の 17 万トンに対して、  

平成 17 年度には、16 万トン増加（95％）し、33万トンになりました。 

 

 

 

 
 
 

 
 

 

 

●資源集団回収 

古紙・古布等の回収は、地域における市民の皆さんの自主的な活動である資源集団回収を最優先

の取組に位置づけています。本市では、資源集団回収の促進を図るため、実施団体へ奨励金の交付

等による支援を行うとともに、未実施地区へ積極的に集団回収の実施を働きかけました。 
資源集団回収量は、平成13年の 11万 8千トンに対して、平成17年には、3万 9千トン増加（33％）

し、15 万 7 千トンになりました。 

また、実施団体数も、3,226 団体から、627 団体増加（19％）し、3,853 団体になりました。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【資源集団回収の推移】 
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【資源の回収量の推移】 
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※ 資源回収量は「資源集団回収」、「資源デポ」、「センターリサイクル」、「行政回収」の合

計です。ただし、資源集団回収は速報値です。 
※ 資源の回収量のうち「行政回収」による資源の回収量は、分別収集品目及びその他（不

法投棄等）を収集後に資源化した量（資源化量）です。 

 

こんなに増えているんだね！ 

資源集団回収量 

実施団体数 

※平成 17 年は速報値です。 
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●資源デポ 

市民の皆さんが自主的に紙類や布類などを持ち込める常設の回収拠点（資源デポ）として、「港

南資源回収センター」や、区役所・地区センター・コミュニティハウスなどの市民利用施設に「資

源回収ボックス」を設置しています。平成 15 年度までに、市内 100 か所、全区に「資源回収ボ

ックス」を拡充整備し、平成 17 年度に 118 か所となっています。 
資源デポ回収量は、平成 13 年度の 940 トンに対して、平成 17年度には、2,629 トン増加（280％）

し 3,569 トンになりました。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

●センターリサイクル 
各区の収集事務所では、古紙や古布、プラスチック製容器包装等の資源を収集事務所、焼却工場、

公園等の拠点を利用して回収する「センターリサイクル」事業を展開しています。平成 15 年度は

4 区から 8 区へと、平成 16 年度は全 18 区へと事業を拡大して実施しました。 
センターリサイクルの回収量は、平成 13年度の 173 トンに対して、平成 17年度には 194 トン増

加（113％）し、367 トンになりました。 

 

【センターリサイクルの推移】 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

【資源デポの推移】 
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●行政回収 
家庭ごみの減量・リサイクルを進めるため、5 分別 7 品目から 10 分別 15 品目に拡大する分別収

集品目拡大事業を、平成 15 年 10 月から６区で先行実施し、平成 17 年 4 月からは市内全域で開始

しました。分別収集した「プラスチック製容器包装」や「古紙」「古布」などの資源物は確実なリ

サイクルに努めています。 
行政回収による資源の回収量は、平成 13 年度の 5 万トンに対して、平成 17 年度には、12 万ト

ン増加（242％）し、17 万トンになりました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（３）家庭から出されるごみと資源の総量 

Ｇ３０の推進により「ごみ量」は減少し「資源の回収量」は増加しています。「ごみ量」と「資

源の回収量」をあわせた「家庭から出されるごみと資源の総量」は、平成 13 年度の 110 万トンに

対して、平成 17 年度には、12万トン減少（▲11％）し、98万トンになりました。 

ごみと資源の総量での減少は、資源が本市以外の回収（事業者の皆さんが行う店頭回収等）に出

されるケースもあり、全てが発生抑制によるものとはいえません。しかし、この減少はごみの分別

を通じて市民の皆さんの環境意識が高まり、「余分な包装を断る」「詰替え商品を選ぶ」「食べ残し

をしない」などの減量行動が実践されたことも要因と考えられることから、発生抑制のひとつの目

安になると考えています。 

 

また、このような市民の皆さんのごみ減量行

動は過剰包装の削減など事業者の皆さんの取組

を促進することにつながります。 

 
 
 
 
 
 
 

 

【行政回収の推移】 
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【家庭から出されるごみや資源の総量】 
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※ 「行政回収」による資源の回収量は、分別収集品目及びその他（不法投棄等）を 
収集後に資源化した量（資源化量）です。 

※家庭から出されるごみや資源の総量は「家庭系ごみ」、「資源集団回収」、「資源デポ」、「センターリサイクル」、「行政回収」

の合計です。ただし、「資源集団回収」は速報値です。 

0 
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（４）ごみの分析 

●分別率 

従来からの分別品目である「缶・びん・ペッ

トボトル」の分別率は、平成13年度の59％～81％

に対し、分別収集品目拡大事業を実施した平成

16 年度先行 6 区では 89％～96％、平成 17 年度

（秋）は 93％～97％と、上昇する傾向がみられ

ます。 

分別拡大は、「分別品目をより正しく分ける」

といった分別意識の向上にも大きな影響を及ぼ

していると考えられます。 
 
 
 
 
●家庭ごみ（燃やすごみ）の組成 

分別拡大前（平成 13 年度）と分別拡大後（平成 17年度秋）の家庭ごみ（燃やすごみ）の組成を

比較すると、古紙とプラスチック製容器包装などが新たに分別対象品目となったことから、紙類の

組成割合は 37％から 28％（約９％）、プラスチック類の組成割合は 15％から 11％（約４％）、減少

しています。 

【家庭ごみの組成調査結果】 

         平成 13 年度           平成 17 年度（秋） 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

しかし、分別拡大後の平成 17 年度（秋）

でも、ごみ組成として紙類が 28％、プラス

チック類が 11％を占める中で、分別対象と

なる古紙やプラスチック製容器包装等は、そ

れぞれ 15％、5％と約半分を占めています。

家庭ごみの中には、分別してリサイクルが可

能な古紙やプラスチック製容器包装などが

まだまだ多く含まれています。 
 

【分別率の推移】 
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※平成 15 年度はモデル地区、平成 16 年度は先行 6 区、

平成 17 年度は全区秋の調査結果。 

平成 17 年度（秋）（内訳） 
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（１）財政的効果（焼却工場の廃止） 

●焼却工場の廃止による経費節減 
ごみ量が大幅に減少したことを踏まえ、中長期的にもこの成果を持続していくことで、既に

廃止している栄工場に続き、平成 18 年 1 月に港南工場を休止しました。この結果、将来予定さ

れていた 2工場あわせた全面建替え費用 1,100 億円（栄工場 700 億円、港南工場 400 億円）

が節減されました。 

 

また、運営費などの年間経費が約 30 億円節減されまし

た。分別拡大における中間処理費用や再商品化委託料など

の年間経費が約 24 億円かかっていますが、これを差引い

ても約６億円の経費の節減となります。 
なお、両工場の余熱利用施設（温水プール、老人福祉セ

ンター）の熱源は、専用ボイラーを設置して対応します。 
 
また、栄・港南工場内の焼却設備については安全に撤去工事を行い、残った建物を、分別さ

れた資源物のストックヤード等として有効活用します。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪コラム①≫ ありがとう！港南工場・栄工場 

 

港南工場は 32年間、栄工場は 24 年間、ごみの焼却を行ってきました。 

焼却したごみの総量は、1,373 万トン、ランドマークタワー101 杯分にも 

なります。長い間、横浜市のごみを安全に処理してきました。また、27 

万人もの人が工場見学に訪れました。 

３ Ｇ３０の成果 

港南工場 

 

 

≪ コラム②≫ １,１００億円ってどれだけすごい額なの？ 

1,100 億円を横につなげると、約 1,760 ㎞になります。東京から韓国のソウルまでの距離が

1,400 ㎞です！また、1,100 億円を上に積み上げると、高さが約 1,100m になります。これは日本

一高い「横浜ランドマークタワー」の約４倍になります！ 

 

１,１００億円 

２９６ｍ 

１,１８４m １,１００m 

 

 

１,７６０km 

東京からソウルまで 
１,４００㎞ 

１,１００億円 

東 京 ソウル 

紙幣 紙幣 紙幣 紙幣 紙幣 紙幣 
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（２）財政的効果（最終処分場の延命化） 

●最終処分場の延命化による経費節減 

横浜市では、神明台処分地（７次１、２期）と南本牧廃棄物最終処分場（第２ブロック）の

２つの最終処分場で、不燃性のごみと焼却残さの埋立を行っています。「横浜 G30 プラン」を

策定した当時、本市のごみ量は人口の伸びを上回って、年々増加する傾向にあり、そのままご

み量が推移すると、平成 19 年度当初に処分場の残容量は 10 万ｍ３となり、19 年度中には処分

場が不足することが予測されていました。 
しかし、Ｇ３０の推進によりごみ量が減少したことで、平成 19年度当初の残容量は 70 万ｍ３

になる見込みとなっています。プラン策定当時の予測に対して、増加した残容量 60 万ｍ３の価

値を金額に換算すると 83億円となります。 

なお、長期・安定的に最終処分を行うため、現在、神明台処分地第７次３期部分の開設工事

を行っているほか、南本牧ふ頭（第５ブロック内）に新規廃棄物最終処分場の整備に向けた準

備を行っていますが、新規処分場についても、ごみ減量・リサイクルを進めることで、延命効

果が期待できます。今後も、最終処分場の有効活用を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Ｇ30 プラン策定時の処分場残容量見込】 

0

1,000

2,000

H15 H16 H17 H18 H19

［年度］

［千㎥］

残容量 埋立量

【現時点の処分場残容量見込】 
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残容量 70 万ｍ３ 

  

Ｇ30 の推進により

埋立量が減少！！ 
平成 19 年度中には

埋立量が上回り、処

分場が不足！！ 
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（３）環境負荷低減効果 

焼却するごみ量が大幅に減少したことから、ごみ処理などに伴って発生する二酸化炭素排出量

は、平成 13 年度に比べ、平成 16 年度は約 36 万トン（▲18%）減少し、平成 17 年度は、ごみ量

削減目標「対 13 年度比 27.7％」を達成することで 63 万トン（▲30％）減少する見込みです。（二

酸化炭素排出量は、ごみの焼却に伴い発生するもののほか、収集車両が排出するもの、資源物を

リサイクルした場合とリサイクルせずにバージン原料を使用した場合の差も含めて算出してい

ます。）減少した二酸化炭素量 63 万トンは、杉の木 4,500 万本〔横浜市域（約 440ｋｍ２）の森

林面積に匹敵〕が一年間に吸収する量にあたります。 

なお、平成 17 年度のごみ量実績は、目標を大きく上回って減少しているため、二酸化炭素排

出量についても、63万トンを超える削減が期待されます。平成 17 年度の二酸化炭素排出量実績

については、まとまり次第お知らせします。 
 

二酸化炭素排出量の増加は、地球環境問題のひとつである地球温暖化の主な原因となっていま

すが、Ｇ３０を推進することによって二酸化炭素排出量が減少し、ごみによる地球環境への負荷

が低減されていると考えられます。 

 

【二酸化炭素排出量】 
 平成 13 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 

二酸化炭素排出量（万トン） 207 万トン 171 万トン 144 万トン 
対 H13 比（削減率） － ▲18% ▲３０%  
対Ｈ13 比（削減量） － ▲36 万トン ▲63 万トン 

※平成 13、16 年度は実績。平成 17 年度は、平成 17 年度目標を達成した場合の数値。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

≪コラム③≫ 杉の木 4,500 万本分ってどうやって計算したの？ 

・ 杉の木は、二酸化炭素を成木１本、１年あたり、平均約 14kg 吸収します（財団法人 省エネ

ルギーセンター資料より）。 

・ １ha あたりの杉の本数は、通常、植林時に 3,500 本植え、間伐により成木 1,000 本となるこ

とから、１ha＝1,000 本としています。 

・ 二酸化炭素削減量 63 万トン／年÷14kg／（本・年）＝4,500 万本 

4,500 万本÷1,000 本／ha＝45,000ha＝450ｋｍ２（横浜市面積 440ｋｍ２） 
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横浜市のごみ量は、平成 13 年度の 161 万トンに対して、平成 17年度は 106 万 3 千トンにまで

減少し、「ごみ量 30％削減（対平成 13 年度比）」を 5 年前倒しして達成し、さらには、２つの焼

却工場廃止による1,100億円の経費削減と63万トンを上回る二酸化炭素削減という環境負荷低減

の効果を生みだしました。 

今後は、「市民・事業者・行政が協働し、一体となって『循環型社会』 の実現をめざす」とい

う「横浜Ｇ３０プラン」の基本理念の実現に向け、 

 

 

 

 

が最大の目標となります。 

 

そこで、これまで実施してきた施策・事業の振り返りやごみ量の実績などを検証する中で、Ｇ

３０プランの今後の展開に向けた課題が明らかになりました。 

 

 
●家庭系 

○多くの市民の皆さんには、分別の徹底に取り組んでいただいていますが、家庭ごみ（燃やす

ごみ）のなかには分別対象である古紙やプラスチック製容器包装などがまだ多く含まれてい

るという「ごみ組成調査」の結果が出ています。 
分別されていない家庭ごみの取り残しなどの実態を把握した上で、分別に協力的でない地

域や家庭への対応が必要になっています。 

 
○「分別方法がわかりにくい」、「分別したものがどのようにリサイクルされているのかわから

ない」、「どのくらいごみが減っているのか実感できない」などの多くの声が寄せられており

ます。市民の皆さんにより分かりやすく、取組の成果が実感できる情報提供が求められてい

ます。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３ Ｇ30 プランの今後の展開 

１ 目標と課題  

プラスチック類

（分別対象）

5%

プラスチック類

（分別対象外）

6%

紙類（分別対象外）

13%

紙類（分別対象）

15%

木竹類

13%

厨芥類

37%

その他

11%

 

■家庭ごみ中に含まれる分別対象物 

（ごみ組成調査 17 年秋実施） 

■市民アンケート結果（17 年実施）から 

 

・プラスチック製容器包装の表示のないプラスチ

ック製品の分別がわからない。 

 

・プラスチック製容器包装に出してはいけないも

のがわかりにくい。 

 

・古紙の出し方がわかりにくい。  

 

・古紙の収集を月２回にしてほしい。 
など 

 

ごみ減量の成果を将来にわたって持続させるとともに、さらなるごみの減量・リサイクルを 

推進していくこと 

（１）分別の徹底と定着 
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○従来から分別していただいている缶・びん・ペットボトルに比べ、プラスチック製容器包装

の分別率は低い結果となっており、その向上を図っていく必要があります。 

 
○現在の容器包装リサイクル法の制度は市がリサイクルの履行確認をする制度となっていませ

ん。分別へのご理解とご協力を得るには、市民の皆さんが分別した資源物が確実にリサイク

ルされていることを確認していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○市民の皆さんからは「古紙の収集回数が少ない」などの声が行政に寄せられており、収集回

数の検討が必要になっています。 

 
○これまでのごみ減量の成果は、「市民の力」が大きな原動力となってもたらされたものであり、

市民の皆さんの力がより一層発揮される環境づくりが求められています。 
 

●事業系 

事業系ごみは、排出事業者の分別排出と収集運搬業者の分別収集が進んできたことにより、リ

サイクルが推進されていますが、焼却工場に搬入される事業系ごみの中には、まだ資源物が一部

含まれており、引き続き分別排出や分別収集の徹底を図っていくことが必要です。 

 

 

 

○市民の皆さんから「ものの製造や販売に関わる事業者のごみ減量・リサイクルの推進を促す

働きかけをしてほしい」といった声も多く寄せられています。製造・販売事業者の皆さんに

よるさらなる発生抑制やリサイクルへの取組を促していく必要があります。 

 
○家庭ごみ（燃やすごみ）として排出されているものの中に、せん定枝など、工夫次第でリサ

イクルが可能となるものが含まれています。また、粗大ごみについて、家具類はリサイクル

プラザで修理・販売していますが、修理することでリユースを促進することが可能もの（家

電品など）があり、これらのリユース・リサイクル可能なものを再使用・再利用していく必

要があります。 

 

■分別率（ごみ組成調査（17年秋））

95 97 93

57

0

20
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缶 び
ん

率
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%

）

 

■容器包装リサイクル制度における課題 
 

 
・市町村が再商品化の手法の選択、履行の

確認を行うことができない。 
 
・プラスチック製容器包装の材料リサイク

ルにおいて、収集された容器包装の半分が

残さとして処理されている。 

 

分別率（%）：（分別対象品目／（分別対象品目＋家庭ご

みとして出された分別対象品目））×100 

（２）リデュース・リユース、そして新たなリサイクル 

ペ
ッ
ト
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ごみ減量の成果を将来にわたって持続していくことから、引き続き、目標は「平成 22 年度に

おけるごみ量を平成 13 年度に対し 30％削減する」とします。なお、さらなるごみ減量・リサイ

クルを推進するため、各年度の具体的な数値目標については、市Ｇ30 推進本部会議等においてご

み量の実績や実施する施策等を勘案して設定していきます。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の展開に向けた課題の解決のため、「平成22年度におけるごみ量を平成13年度に対し30％

削減する」目標のもと、様々な取組を実施していきます。 

 

 

今後、目標を達成するには、「分別の徹底と定着」といった、市民・事業者の皆さんのＧ

３０行動が不可欠です。そのため、市民・事業者の皆さんに、取組みの成果を実感していた

だくことで、市民満足度を高め、より一層、Ｇ３０に対する理解と協力を得てまいります。 

 

●家庭系  

□分別に関心が薄く、分別が徹底されていない地域や家庭に対して重点的に普及啓発します。 
集積場所における啓発活動や分別されていないごみの取り残しなどＧ３０の普及啓発に引

き続き取組んでいきますが、特に、分別に関心が薄く、分別が徹底されていない地域や家庭に

対する重点的な普及啓発に取組みます。 
 
□分別の意義、効果等を実感していただけるよう、きめ細かな情報提供を行います。 

市民の皆さんの分別へのさらなるご理解とご協力を得るには、分別の意義、効果等について、

実感していただくことが必要です。このため、「分別された資源物がどのようなものにリサイ

クルされているか」、「資源物の売却額やアルミ缶リサイクルによる節電量など、市民の皆さん

にとって身近な効果をわかりやすい例で説明する」など、様々な広報媒体や説明会等を通じて、

きめ細かな情報提供を行い、市民満足度の向上を図っていきます。さらに、市民の皆さんのご

み減量や分別に関するアイデア等を募集し、広く広報します。 
   

２ 数値目標 

ごみ量、人口の推移
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成果の持続 

G30 プラン目標 113 万トン 

３ 取組の方向性 

（１）分別の徹底と定着（ごみ減量の成果の持続に向けて） 



 18 

 
□Ｇ３０をさらに推進するため、環境教育の機会を増加・充実します。 

Ｇ３０をさらに推進するためには、横浜の将来を担う子どもたちへの意識づけが重要で、「ひ

とりからの工場見学の受付」や「出前講座の実施」など、Ｇ３０の普及啓発や環境教育の機会

を増加・充実します。 
 
□リサイクルが確実に行われていることを確認できる体制を整備します。 

現在、横浜市は、独自にリサイクル事業者に立入調査を実施するなどにより履行確認を行っ

ていますが、さらに、ペットボトルの一部を国内でのリサイクルを条件に、容器包装リサイク

ル法のルート以外で売却し、市がリサイクルの履行確認を行うことのできる体制を整備します。 
 
□収集回数の検討など市民サービスの向上を図ります。 

資源回収ボックスの設置状況やセンターリサイクルの実施状況について、きめ細かな情報を

提供するとともに、資源集団回収の未実施地域への働きかけ、行政回収との実施日等の調整を

図ります。さらに、効率的な事業推進の観点と合わせて収集回数の見直しについて検討します。 
 

□全市一律の施策から、区や地域などの特徴に応じた施策へと展開します。 
これまでは分別品目の拡大など全市一律に施策を展開してきましたが、今後は、区や地域、

居住形態などの特徴に応じた施策を展開します。 
 

□市民の皆さんのごみ減量・リサイクル行動を一層促進するしくみを作ります。 
さらなるごみ減量・リサイクルの推進に向け、市民の皆さんによるＧ３０行動の徹底・定着

を図るため、市民の皆さんにインセンティブを与える手法や、分別に協力的な人と非協力的な

人との公平性が担保できる手法・制度などについて検討・実施します。 
 

●事業系 
□分別収集の徹底や適正処理を引き続き推進します。 

事業者への啓発や働きかけ、事業所への立入調査、工場での搬入物検査を引き続き行い、分

別排出及び収集運搬業者の分別収集の徹底を図っていきます。 
 

□「環境にやさしい取組み行動協定」に加え、エコパートナー制度を実施します。 

これまで実施してきた「環境にやさしい取組み行動協定」の取組に加え、容器包装削減に意

欲のある事業者の皆さんを「Ｇ３０・ＥＣＯパートナー」として認定し、ごみ減量・リサイク

ルにつながる取組を推進します。 

 

 

 

市民の皆さんにごみの分別に取組んでいただくことで、ごみ・環境問題への関心が高まり、

「過剰な包装を断る」、「詰替え商品を選ぶ」などのごみ減量行動につながっています。さら

に、このような市民の皆さんの行動は、簡易包装の導入など、製造・販売事業者の皆さんの

取組にもつながります。 
一方、循環型社会の実現には、リデュース、リユース、リサイクルといった３Ｒを推進す

ることが必要です。そこで、市民・事業者の皆さんと協働して、リデュース、リユースに取

組むとともに、新たなリサイクル施策を展開します。 
 
 

（２）リデュース・リユースそして新たなリサイクル（さらなるごみ減量・リサイクルに向けて）
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□市民・事業者・行政の協働でリデュースに取組みます。 

分別の徹底は、市民の皆さんの環境意識を高め、過剰な包装を断るなどの行動へとつながり、

さらには事業者の皆さんの発生抑制をも促します。ものの流れの上流での製造・販売事業者の

皆さんにリデュースの取組を促すためにも、市民・事業者の皆さんに、分別・リサイクルへの

さらなるご理解とご協力を得るとともに、リデュースを働きかけていきます。 
 

□ガラス残さや、せん定枝のリサイクル、粗大ごみ中の家電製品のリユースに取り組みます。 

これまで埋め立てていたガラス残さやこれまで焼却していたせん定枝などのリサイクル、粗

大ごみとして出されていた家電製品の売却によるリユースなど、新たなリユース・リサイクル

の推進に取組みます。 
 

 

 

 
「横浜Ｇ３０プラン」では、市民や排出事業者は「ものを長く使う、徹底した分別をする」、製造・

販売事業者は「ごみになりにくい製品を開発・採用する」など、それぞれが果たすべき役割を示して

います。 

実際に、市民の皆さんに、ごみの分別というＧ３０行動に取組んでいただいたことで、環境意識が

高まり、ごみそのものを減らす行動へとつながり、さらには、こうした行動が、製造・販売事業者に

ごみになりにくい製品の開発や簡易包装の推進などの発生抑制（リデュース）の取組を促します。す

なわち「分別の徹底」は「発生抑制」にもつながっており、市民・排出事業者の皆さんのＧ３０行動

は、生産・販売段階のいわゆる、ものの流れの上流におけるごみ減量・リサイクルを推進させる原動

力となります。 

こういった意味で、「循環型社会」の実現の成否は、市民・排出事業者の皆さんの力にかかっている

といっても過言ではありません。 

そこで、市民・排出事業者の皆さんには、「分別の徹底」の大切さを改めて認識していただくととも

に、「ごみ」という視点から「生活や業務全般」を見つめていただき、「ものを大切にし、ごみそのも

のを減らす」ことについて考え、そして実践していただきますようお願いします。 
 

【具体的取組】 

● 市民の皆さん 

○ 各家庭に配布されている「ごみと資源の分け方・出し方」パンフレットや資源循環局ホーム

ページ等で分別区分を確認するなどして、分別排出を徹底する。 

○ 資源集団回収や資源回収ボックス、センターリサイクルも積極的に活用し、資源物のリサイ

クルを徹底する。 

○ 地域で開催されるフリーマーケットを利用するなどリユースを実践する。 

○ 「過剰な包装を断る」「詰め替え商品を選ぶ」など、ごみそのものの削減（リデュース）に

つながる取組みを実践する。 

○ 環境ラベル（エコマーク等）のある商品を選ぶなどリサイクル品を積極的に購入する。 

● 排出事業者の皆さん 

○ ごみそのものを削減する。 
○ リユースの取組を行う。 

○ 極力再生品を使用する。 

○ ごみを排出する際は、徹底的な分別とリサイクルを行う。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

《市民・排出事業者の皆さんへ》 
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市民の皆さんから、「市民にばかり分別を求めるのではなく、ものを作る事業者に、ごみになりにく

い製品、リサイクルしやすい製品をつくってもらうことが必要ではないか」といった声が多く寄せら

れています。 

循環型社会の実現には、「生産・販売段階の、いわゆるものの流れの上流においてごみの減量・リサ

イクルのための取組みを推進すること」が必要です。Ｇ３０の推進により、環境意識が高まりつつあ

る横浜において、今こそ、製造・販売に係る事業者の皆さんには、「拡大生産者責任」の考え方に基づ

いた積極的な取組みをお願いします。 

ごみになりにくい製品の開発・採用とともに、環境に配慮した製品の積極的なＰＲなどに取り組ん

で下さい。 
 

【具体的取組】 

○ 壊れにくい製品や長持ちする製品を製造し、環境負荷を少なくする。 
○ 使い捨てにならない製品づくりをする。 
○ 壊れた製品の修理体制を確保する。 
○ リサイクル技術の開発に取り組む。 
○ リサイクルしやすい製品の開発に取り組む。 
○ 適切なリサイクルや処理・処分を行うことができるよう、製品情報を公開する。 
○ 使用済みの製品を回収しリサイクルする仕組みを構築する。 
○ 廃棄処分される際、環境負荷が極力少なくなるような製品づくりをする。 
○ 製品の流通や販売時において、できるだけごみを出さない工夫をする。 

（例：「通い箱」の使用や、「簡易包装」の推進など） 
○ 紙やプラスチック製の容器包装などの店頭回収を行う。 
 

 

 
今後、ごみ減量の成果を将来にわたって持続させるとともに、さらなるごみの減量・リサイクルの

推進に向け、市民・事業者の皆さんとの協働の取組みをより積極的にコーディネートしてまいります。 
「分別の徹底と定着」に向けて、市民・事業者の皆さんにＧ３０の取組みの成果を実感していただ

き、市民満足度を高め、より一層のご理解とご協力を得られるよう、施策を展開してまいります。 
また、「さらなるごみの減量・リサイクルの推進」に向けて、リデュース、リユース、リサイクルと

いった３Ｒを一層、推進するとともに、新たな取組を逐次導入していきます。 
さらに、横浜市役所も排出事業者として、率先した「市役所ごみゼロ」の取組みを推進するととも

に、取組み内容を積極的に公表し、民間事業者の皆さんのＧ３０行動を促してまいります。 
 

【具体的取組】 

○ 市民・事業者の皆さんが取組の成果を実感できるよう、身近な成果など、きめ細かな情報の

提供・普及啓発を行います。 
○ 区や地域との連携を深め、市民・事業者の皆さんの自主的・自発的なＧ３０行動を支援しま

す。 
○ 各種リサイクル制度の改善など、関係機関に働きかけます。 
○ ３Ｒを推進してもなお残るごみについて、適正に処理・処分します。 
○ 人員や施設の有効活用を図り、効率化を推進します。 
○ 排出事業者として、「市役所ごみゼロ」を引き続き推進するとともに、生ごみやせん定枝など

のリサイクルについても、実施してまいります。 

《製造・販売事業者の皆さんへ》 

《市役所の取組》 



第４ 施策別の検証と今後の展開 

 

１ ごみの減量・リサイクルの推進 

 

（１）Ｇ３０の普及啓発 

■Ｇ３０行動の推進 

Ｇ３０を推進するため、「『ヨコハマはＧ３０』推進本部」などの体制の整備、イベントや広報媒

体など様々な普及啓発活動、地域における住民説明会・集積場所での啓発などの市民の皆さんと協

働した取組などを実施してきました。 

 

●Ｇ30 推進に向けた体制の整備・拡充・強化 

 

平成 15 年度に、市長を本部長とする「『ヨコハマはＧ30』推進本 
部」、各区に「区Ｇ30 推進本部」を設置し、市民・事業者・行政が 
協働し、ごみ減量・リサイクルを推進するための行動計画の作成や

進行管理を行っています。 

地域では、全市で 252 地区の「地域Ｇ30 活動委員会」や、Ｇ 
「ヨコハマはＧ３０」推進本部

３０サポーター（全市約 2,000 人）が中心となり、地域特性を活 
かした、市民主体のＧ30 行動を実施しています。 

  
●徹底した啓発活動の推進 

市民・事業者の皆さんに幅広く「横浜Ｇ30 プラン」の周知を図り、Ｇ30 行動を推進するため、

ザよこはまパレード（横浜国際仮装行列）や横浜開港祭など、多くの市民の皆さんが集まるイベ

ントに積極的に参加しています。このほか、モーニング娘。などＧ３０の趣旨に賛同した著名人

の方々に、ボランティアで「Ｇ３０広報大使」として様々な場所でＧ３０のＰＲをしていただい

ています。また、パンフレット、ホームページなどの広報媒体を活用して徹底した啓発活動を行

っています。 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

各種イベントでの啓発活動
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●市民・事業者の皆さんと協働したＧ30 行動推進の取組 
家庭ごみの分別収集品目拡大にあたり、自治会・町内会や地域Ｇ３０活動委員会の協力のもと、

区Ｇ30 推進本部や収集事務所が中心となって、約 11,000 回に及ぶ住民説明会や集積場所におけ

る早朝啓発（約 2,200 回）、駅頭キャンペーン（約 470 回）などを実施しました。 
さらに、分別方法を説明したパンフレットを全戸配布して、分別排出の周知徹底を図りました。

また、分別説明用ビデオや資源物のリサイクルルート解説ビデオを作製し、住民説明会で活用す

るとともに、全自治会・町内会に配布し、自主的な取組に役立てていただいています。 
事業系ごみについては、事業者の皆さんにごみ減量・リサイクルの実践を働きかけるため、各

種業界の集まりに出向くなど様々な機会をとらえて、Ｇ３０プランの趣旨や必要性を説明してい

ます。さらに、事業系ごみのごみと資源の分け方についてのリーフレットを作成し、約 10 万事

業所へ送付して分別の徹底を図っています。 

 

 

 

 

 

 

今後とも、市民 各種イベントや様々

広報媒体を活用し、効果的な啓発活動に取組んでいきます。また、ごみの分別が徹底されてい

い地域や家庭が、まだみられます。分別が徹底されていない地域や家庭などに対する重点的な

啓発を行っていきます。 

 

●地域における取組 
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・事業者の皆さんへのＧ３０行動の着実な浸透を図るため、

な

な

 

環境事業推進委員や地域Ｇ３０活動委員会等に代表される地域ボランティアの皆さんが連携

し、自治会・町内会等の行事や出前講座で、ごみの分別方法をわかりやすく説明したり、住民説

明会や集積場所での分別指導に取組んでいます。 
また、市民の皆さんによるごみ減量・リサイクルを推進するための自主的な組織も立ち上げら

れ、商店街での分別キャンペーンや分別説明会を実施するなど、分別品目の拡大をきっかけとし

た、市民・事業者の皆さんによる自主的・自発的な取組が進んでいます。 
 
 



 
 
 
 
 
 地域Ｇ３０活動委員会の委員による集積場所等での活動 

 
まで市民・ を進めてきましたが、

市民・ 。 

体的な活動をより一層推進していくため、ごみを減らすための具体的な行動・排出ルール、

ごみ減量による市民に身近な成果について分かりやすく伝え、各区・事務所と地域の連携を図り、

地 におけるごみ減

 

 
■

これ 事業者の皆さんとの協働によりごみの減量・リサイクル

事業者の皆さんの自主的・自発的なごみ減量行動へつなげていくことが求められています

主

域 量・リサイクル行動を推進していきます。 

Ｇ３０行動推進のための表彰制度 

 
「ヨコハマはＧ３０」の推進に功績のあった個人・団体・事業者を表彰する「横浜環境行動賞

『ヨコハマはＧ３０』推進者表彰式」を開催しています。 
平成 17 年度からは、「分別優良事業所認定制度」や、「事業系一般廃棄物収集運搬業優良事業者

認定制度」を創設し、表彰制度の拡充を図っています。 
よるごみ減量・リサイクルの取組の推進と、Ｇ３０行動の地

域社会への定着を図るため、各種表彰事業を実施していきます。 
 
 
 
 
 
 

ハマ

今後も、市民・事業者の皆さんに

 
はＧ３０」推進者表彰式 横浜環境行動賞「ヨコ

 

≪コラム①≫ ウェステック２００６の横浜開催 

 国内をはじめ海外からも多数の企業が参加する国内有数の展示会である「ウェステック －廃

棄物処理・再資源化展－」が今年からパシフィコ横浜で開催されます。開催都市として、横浜か

ら全国へＧ３０を発信 物処理や再資源化の最

新技術に触れていただき、関心を一層高めていただきます。また、市民団体やＮＰＯ、学校など

の出展や周辺施設でのＧ３０イベントなどを開催し、多くの市民やＮＰＯが参加できる総合イベ

ントとする予定です。 

するとともに、市民・排出事業者の皆さんに、廃棄
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■情報公開の推進 
 

市民・事業者の皆さんのごみ減量・リサイクルに対するさらなる理解と協力を得るため、各種

広報を活用して、ごみ量の削減状況、Ｇ３０の推進による環境負荷の低減効果及び財政的効果、

焼却工場や処分場の周辺環境調査の結果などを公表しています。 
これまでのＧ３０の成果を持続させるため、継続した市民・事業者の皆さんの協力が必要です。 

今後も、市民・事業者の皆さんがごみ問題を正しく理解し、具体的な行動の動機付けとなるよ

う、資源物の売却による歳入の増加などの個別の取組の成果、ごみ減量が環境に与える効果につ

いての情報を、ホームページのほか、収集事務所・工場における普及啓発活動や各種イベントな

ど、様々な機会を通じて、積極的に情報提供していきます。 

 
■環境教育の推進 
 

子どものころからごみ問題を通して「ものを大切にする心」を育むことができるよう、市内の

全小学校４年生（国、私立含む）を対象に環境副読本を配布し、総合学習等の教材として活用し

ています。収集事務所では、職員自らが講師となり、小・中学校や自治会・町内会等へ直接赴い

て、ごみ量の状況や処理のしくみを説明する「出前講座」や「出前塾」を実施し、ごみ減量・リ

サイクルの普及啓発に積極的に取り組んでいます。また、焼却工場では、市内全小学校の４年生

を対象に、社会科見学のひとつとして施設見学を受入れているほか、市民の皆さんを対象とした

少人数の見学会も実施するなど、環境教育の機会の充実を図っています。 
今後は、「ひとりからの工場見学の受付」や「様々な機会を捉えた出前講座の実施」などＧ３０

の普及啓発や環境学習の機会を増加し、子ども向けの環境教育を充実させ、Ｇ３０に対する理解

を深めていきます。 

 
 
 
 
 
 
       環境教育の事業風景      工場見学の様子      環境副読本 

 

【焼却工場への見学者数】 

 平成 13 年度 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 

件数（件） 470 389 558 583  627 

見学者数（人） 22,014 20,359 32,780 33,796 36,131 
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 ≪コラム②≫ 各事務所もＧ３０の成果の維持に向けて積極的に取り組んでいます！ 
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鶴 

見 

「三ッ池公園環境フェスティバル」等のイベントにおいてＧ３０啓発ブースを設

置して、クイズ形式も交えて分別方法の説明を行うほか、リサイクル後の製品を

展示するなど、広報啓発活動に取組んでいます。また、鶴見リサイクルプラザ主

催の「リサイクル講演会」に参加して、市民の皆さんにＧ３０の進捗について報

告をおこなうとともに、レジ袋削減に有効な風呂敷の活用を働きかけています。 

神
奈
川 

三ツ沢競技場において、サッカーＪリーグの試合開催にあわせて、へら星人ミー

オが選手とともに、「ヨコハマはＧ３０」への協力を観客に呼びかけています。

また、神奈川大学の「神大フェスタ」に参加するとともに、事前に、実行委員へ

「エコフェスタ」の実施を働きかけ、再使用可能なエコ容器の導入、来場者への

分別の細分化・徹底を実現しています。 

西 

市民の皆さんにＧ３０をより一層周知徹底し、協力を得るため、各種イベントに

参加し、広報普及活動を行っています。また、平成 18 年 2 月に開催されたシン

ポジウム「マータイさんと語ろう」において、小・中学生がメンバーの「もった

いない探偵団」が、ノーベル平和賞を受賞したケニアのワンガリ・マータイさん

と「ものを大切にする心 MOTTAINAI」について語り合い、交流を深めました。 

中 

小さな子供たちにも分別を実践してもらえるよう、職員手作りの紙芝居を使っ

て、ごみの出し方の説明を行っています。また、紙芝居の登場キャラクターであ

る「ゴミーオ」の着ぐるみを作成し、「ミーオ」とともに、紙芝居上演時に活躍

しています。また、町内会と連携し、約 1,000 か所の集積場所で早朝啓発を行な

うなど、分別排出の更なる徹底を図っています。 

南 

環境事業推進委員と事務所職員が中心となって、市民の皆さんのＧ３０への

理解を深めるイベント「ふれあい Ｄｅ Ｇ３０」を開催しています。また、

地域住民の皆さんとの交流を目的として職員有志が企画・運営する「もちつ

き大会」の開催や「ちびっこ応援隊」の募集などを通じて、地域と一体とな

ったＧ３０の推進を図っています。 

港 

南 

小・中学生からなる「ひまわり子どもレンジャー」を組織し、手作り啓発ポ

スターの集積場所への掲出、壁新聞の構内への掲出などをおこない、児童・

生徒によるＧ３０の取組を推進しています。また、地元町内会などと共同で、

大岡川の清掃活動（河川内の空き缶や粗大ごみの収集、遊歩道のごみ拾いや

花の植栽）を行うなど、街の美化活動に取組んでいます。 

保
土
ケ
谷 

「ヨコハマはＧ３０」の推進に功労のあった個人・団体を表彰する「ほどが

やＧ３０奨励賞（ゴミネッサンス）」を創設し、平成 18 年 3 月に開催した第

１回目の表彰式では、生ごみの堆肥化に取組んでいる団体をはじめとする、

4 人、6 団体を表彰するとともに、活動報告や取組実践例の発表を行うなど、

区民の皆さんとともにごみの減量・リサイクルに取り組んでいます。 

旭 

分別排出のさらなる徹底に向けて、分別説明会や出前講座、集積場所におけ

る早朝啓発など、各種普及啓発活動を継続的に行っているほか、区内の主要

駅で、駅利用者に分別の徹底を呼びかける「まちかどキャンペーン」を実施

しています。また、「旭ふれあい区民まつり」に参加し、来場者にＧ３０へ

の協力を呼びかけています。 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

磯

区民参加型の事業として、区民ボランティアグループの「Ｇ３０応援隊」と

の協働により、フリーマーケットやリサイクル実践教室を開催するほか、環

境事業推進委員・中学生などのボランティアによるファイバーリサイクルの

実施など、様々な啓発活動に取組んでいます。また、特に分別が徹底されて

いない地域に対して啓発チラシを配布するほか、集積場所への啓発看板の設

置や早朝啓発及び開袋調査を行うなど分別排出の徹底に取組んでいます。 

 

子 
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金 

区民まつり、花火大会、地域イベント等に参加し、「ヨコハマはＧ３０」の進捗状

沢 

況や資源物のリサイクルルートを説明するブースを設置するなど、広報普及活動

に積極的に取組んでいます。また、住民説明会や集積場所における分別啓発指導、

不適正排出物の取残しなど、分別排出徹底に向けた取組を積極的に実施していま

す。 

港 

回、大倉山駅前で東横学園の生徒の皆さんと、分別徹底に向けたＰＲ活動

北 

毎月１

や、地域清掃を実施しています。また、「ふるさと港北ふれあいまつり」や「観梅

会」などのイベントにおいて、Ｇ３０のＰＲや、分別相談コーナーを設置したほ

か、リーフレット「もういちど見直そうごみと資源の分け方・出し方」を作成す

るなど、広報普及活動を精力的に実施しています。 

緑 

行動の必要性を理解しても次代を担う子供たちに分別排出をはじめとするＧ３０

らえるよう、中学校や小学校において出前講座を実施しています。さらに、保育

園においても、ミーオを使って、分別方法を学べる寸劇を上演するなど、環境教

育に積極的に取組んでいます。また、区内 11 連合地区ごとに、分別強化集積場所

を選定し、地区推進委員の方々と協力して、重点的に早朝啓発を実施しています。 

青 

葉 

ケーブルテレビ、コミュニティ FM と連携し、たまプラーザ駅前でＧ３０啓発イ

ベント「あおばズームアップ」を開催するほか、ケーブルテレビの協力のもと、

独自のＧ３０啓発ビデオを作成し、イベントや地域説明会で使用するなど、地域

メディアと協働した取組を進めています。 

都 

った紙芝居と、寸劇「ゴミレンジャ

筑 

区内の保育園において、プロジェクターを使

ーとポイステマン」を上演し、園児に楽しみながら身近な環境問題を学んでもら

っています。また、分別排出のより一層の徹底を目指して、環境事業推進委員と

協働して、早朝啓発活動を積極的に行うほか、住民説明会を実施するなど普及啓

発活動を推進しています。 

戸 

物が、どのようにリサイクルされているか、その行

塚 

市民の皆さんが分別した資源

方を追う「ミステリーツアー」を実施しています。また、区民祭り会場でごみの

分別啓発を行うほか、明治学院大学において開催された学生と地域の交流イベン

ト「地域学生わくわく交流祭」に参加し、来場者へ分別排出への協力を呼びかけ

ています。 

栄 

委員やＧ３０サポーターと協働して、集積場所における啓発活動等、環境事業推進

Ｇ３０の推進に向けて、様々な広報普及活動を行っています。また、「自分たちの

まちは自分たちできれいに」の考え方のもと、大船駅のバスターミナルの美化活

動を行う地元ボランティア団体を、地域の協力を得て、立ち上げました。 

泉 

を作資源集団回収の推進を図るため、パンフレット「資源集団回収 取組の工夫」

成し、地域Ｇ３０活動委員会などでＰＲを行っています。また、分別の徹底が難

しいコンテナ収集を実施している地域においては、再度説明会を実施するととも

に、家庭ごみの開封調査や取り残しを行うなど、分別にご協力いただくための様々

な取組を行っています。 

瀬 

進するため、「パワフル瀬谷・生活情報発信展」や「瀬

谷 

Ｇ３０をより一層強力に推

谷まつり」など、様々なイベントにおいて、啓発活動を実施しています。また、

小学校・保育園において、紙芝居やミーオの着ぐるみを活用した出前教室を実施

し、幅広い年代にＧ３０をＰＲしています。さらに、分別排出を一層徹底するた

めに「分別一覧のチラシ」を作成し、全世帯に配布しています。 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 北 

月から旭区内小学校の児童が作成した「ヨコハマはＧ３０」普及啓発看板を北8
部事務所正面入り口フェンスに掲示し、広く市民にＧ３０をＰＲしています。さ

らに、イベント等で使用される移動公衆トイレ３台の側面に民間企業の広告を掲

載し、財源の確保にも努めています。 
 部 
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コラム③≫ 各工場も積極的にＧ３０の普及啓発に取り組んでいます！ ≪

 

鶴
見

フリーマーケット等が行なわれる「資源循環フェスタ」にあわせて工場見

 

学会を開催するなど、より多くの方に工場見学に来ていただけるよう取り

組んでいます。また、見学ルートにリサイクル品で作成したロボットを展

示して、普及啓発に役立てています。 

港
南

ごみ量の減少に伴い平成 18 年 1 月に休止しました。休止にあたっては、多

 

くの報道機関から取材を受け、市民・事業者の皆さんと行政が協働して取

組んだＧ３０の成果としてテレビ等で放映されました。 

保
土
ケ
谷 

Ｇ３０の普及啓発と工場の役割についてより理解を深めてもらうため、職

員が小学校に赴き説明する「出前教室」を実施しています。「出前教室」で

は、蒸気を利用した発電を理解するための模型による実験や、ごみの分別

を体験するゲームなどを行っています。 

旭 

工場の敷地内から発生するせん定枝や落葉のコンポスト化（堆肥化）を行

っています。工場見学者の皆さんにも、この取組をご覧いただけるよう、

現在、見学ルート内に、コンポスト化を行う場所を新設中です。 

金
沢

より多くの市民の皆さんに工場を見学していただけるよう、従来は 15 名以

 

上から受け入れていた工場見学を、１名でも受け入れる体制を整えたほか、

工場内の設備を自由に見学できるイベントを開催するなど、普及啓発に取

組んでいます。 

 

 
 

 
 

 
 

都
筑

廃棄物で製作した「ゴミザウルス」、「発電機ゲーム」やパソコンを利用し

た「分別クイズ」など、楽しみながらごみやリサイクルについて学べるツ

ールを作成し、地域のお祭り「つづきふれあいの丘まつり」等、各種イベ

ントに出展し、普及啓発に役立てています。 

 

 

 
 



（２）家庭系ごみの減量・リサイクル 

■分別品目の拡大・分別排出の徹底 

 
家庭ごみの減量・リサイクルを推進するため、「プラスチック製容器包装」「古紙」「古布」

等を新たに分別品目に加えた 10 分別 15 品目の分別収集を、平成 17 年 4 月から全市で実施し

ています。 
358 万市民と行政の最大の協働事業である分別拡大にあたっては、住民説明会や集積場所に

おける啓発活動など様々な取組を実施し、分別排出への市民の皆さんのご理解とご協力を求

めました。 
 

【分別品目拡大の推移】            【分別品目の拡大】 

時 期 対象地域 対象世帯数 

平成 15 年 10 月 モデル実施 約 4 万世帯 

平成 16 年 10 月 6 区※先行実施 約 43 万世帯 

平成 17 年 4 月 全市展開 約 150 万世帯

※ 南、港南、磯子、金沢、栄、泉区 

 
 
【行政回収の推移】                                 （単位：トン）    

 平成 13 年度 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 

行政回収 49,104 47,984 49,569 67,101 167,744 

※「行政回収」は 10 分別 15 品目及びその他（不法投棄等）を収集後に資源化した量（資源化量）です。 

 
分別に対する市民の皆さんの理解と協力を得るには、リサイクルが確実にされていることや

どのようなものにリサイクルされるのかについて、周知することが必要であり、本市では現

地調査等を行いリサイクルの確実な履行を確認しています。 

今後は、ペットボトルについては一部を、国内でのリサイクルを条件に売却し、本市による

リサイクルについて確実なリサイクルの履行確認を行います。また、市民の皆さんの声やご

み量の状況をふまえた効率的な収集回数の検討を進めます。分別が徹底されていない地域や

家庭に対する重点的な啓発を行います。さらなるごみ減量・リサイクルの推進に向け、市民

の皆さんにインセンティブを与える手法や分別に協力的な人と非協力的な人との公平性が担

保できる手法・制度などについて検討・実施します。従来は埋立ていたガラス残さを新たに

リサイクルするとともに粗大ごみとして出されていた家電製品のリユースを目的とした売却

を実施するなどリユース、リサイクルを進めます。 

 
≪コラム④≫市民アンケートの実施 
分別品目拡大のモデル事業では、3,600 世帯、先行 6 区では 12,000 世帯を対象にアンケートを実施しまし

た。分別を実践してみての感想の中で、「最初は大変だと思ったが、慣れれば平気」「プラスチック製容器包

装が多いのに驚いた」「問題ない、協力する」などの声が多く寄せられています。また、平成 18 年 2月から 3

月にかけて、全区 36,000 世帯を対象にアンケートを実施しました。 

これまでは「分別」をテーマにしたものでしたが、今後は、市民の皆さんの意識の変化、いわば「Ｇ３０

における市民満足度の向上」の視点を含めたアンケート等の調査を実施していきます。 
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スプレー缶 

プラスチック製容器包装 

使用済み乾電池 

鉄やアルミなどを選別し再生利用 

プラスチック原料や、油化、高炉還元材、ガス化、コークス

炉化学原料化などとして再生利用 

水銀、亜鉛、鉄、ニッケルの金属原料として再生利用。 

 

 

中古衣類として再利用⇒主に海外に輸出 
ウエス（工場等で使われる雑巾）として再生利用 
原料の綿などに戻し再生利用⇒建築用資材、断熱材、クッシ

ョン材 

 

古紙パルプとして、紙の原材料として再生利用 

蛍光管・電球 

 

（燃えないごみ） 
ガラス、水銀、アルミなどを選別して軽量骨材やアルミニウ

ム原料として再生利用 

 

家電製品の一部は再使用を目的として、リサイクル業者に売

却し、再利用できる「家具類」は、リサイクルプラザにおい

て抽選販売 

金属製品は、金属材料として建築資材などに再生利用 
粗大ごみ 

古紙 

古布 

（段ボール、ちり紙、雑誌）など 

 

≪コラム⑤≫ このようなものにリサイクルされます。 

 

市民の皆さんに分別していただいた資源物は、以下のようにリサイクルされています。 

なお、リサイクルは民間事業者により行われていますが、確実にリサイクルされているかどうか、履行確認を行う

ため、本市職員が直接リサイクル施設を調査したり、書類を提出させチェックするなど、確実なリサイクルを推進し

ています。 

 

小さな金属類 

ペットボトル 

びん 

缶 

金属材料として、建築資材などに再生利用。 

制服、ワイシャツ、カーペットなどの繊維や箱の中仕切り、

文房具、ペットボトルなどに再生利用。 

ガラスくず（カレット）となって、新たにびんをつくる材料

などとして再生利用。 

アルミ缶は、アルミ缶など、スチール缶は、金属材料として、

建築資材などに再生利用。 
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≪コラム⑥≫ごみ組成調査の実施 

分別拡大前（平成 13 年度）に対し分別拡大後（平成 17 年度秋）の家庭ごみ（燃やすごみ）

の組成を比較すると、古紙とプラスチック製容器包装が新たに分別対象品目となったことから、

紙類の組成割合は約９％、プラスチック類の組成割合は約４％減少しています。また、厨芥類

（生ごみ）は、紙類、プラスチック類の減少が著しいため、相対的に割合が増加しています。 
さらに、従来からの分別品目である「缶・びん・ペットボトル」の分別率は、平成 13 年度の

59％～81％に対し、分別収集品目拡大事業を実施した平成 16 年度 6 区では 89％～96％ 、平成

17 年度（秋）は 93～97％と上昇する傾向がみられます。 
平成 13年度            平成 17年度（秋）

 

厨芥類

32%

その他

10%

木竹類

6%

紙類

37%

プラ スチック類

15%

紙類

28%

プラ スチック

類

11%

その他

11%

木竹類

13%

厨芥類

37%

 

 

 

 

 

 

【家庭ごみ（燃やすごみ）の組成調査結果】 

 平成 13 年度 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 
平成 17 年度 

分別拡大 

未実施地区
モデル地区

分別拡大 

未実施地区

（冬） 

先行 6 区 

（冬） 
（春） （夏） （秋） 

紙類 37.0% 35.9% 37.9% 29.8% 39.8% 35.2% 27.9% 26.7% 27.9% 

プラスチック類 14.6% 15.4% 16.2% 11.1% 14.2% 10.9% 9.9% 11.4% 10.6% 

厨芥類 31.9% 32.0% 32.1% 42.5% 33.1% 40.9% 37.7% 39.6% 38.3% 

木竹類 6.2% 6.5% 5.1% 5.6% 2.2% 4.8% 14.4% 12.8% 12.6% 

その他 10.3% 10.2% 8.7% 11.0% 10.7% 8.2% 10.1% 9.5% 10.6% 

 

【組成調査結果による分別率の推移】 

平成 15 年度 平成 16 年度 

 

平成 17 年度 

 

 平成 13 年度 平成 14 年度 

分別拡大 

未実施地区
モデル地区

分別拡大 

未実施地区

（冬） 

先行 6 区 

（冬） 
（春） （夏） （秋） 

缶 77.7% 79.2% 85.0% 94.4% 87.5% 95.8% 93.4% 93.6% 94.8% 

びん 80.8% 83.7% 83.6% 92.8% 86.3％ 95.5% 94.7% 94.4% 97.0% 

ペットボトル 59.4% 60.3% 76.9% 89.6% 72.8% 89.1% 93.3% 92.1% 92.8% 

プラスチック

製容器包装 
－ － － 57.5% － 54.8% 56.7% 55.3% 56.6% 

※モデル地区、先行 6 区の分別率は、分別拡大後の数値。 
※分別率＝分別排出された資源の量/（分別排出された資源の量＋家庭ごみとして出された資源の量）×100 
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 ≪コラム⑦≫ どのくらい分別されているの？ 

分別拡大後の平成 17 年度（秋）でも、ごみ組成として紙類が 28％、プラスチック類が 11％を

占める中で、分別対象となる古紙やプラスチック製容器包装等は、15％、5％とそれぞれ約半分

を占めています。家庭ごみの中には、分別してリサイクルが可能な古紙やプラスチック製容器包

装などがまだまだ多く含まれています。 
正しい分別に一層のご協力をお願いいたします。 

 

プラ スチック類

（分別対象）

5%

プラ スチック類

（分別対象外）

6%

紙類（分別対象外）

13%

紙類（分別対象）

15%

木竹類

13%

厨芥類

37%

その他

11%

 

平成 17 年度（秋）

 
 ≪コラム⑧≫容器包装リサイクル法の見直し 

横浜市では、分別収集している品目のうち「白・茶色以外の色のガラスびん」と「ペットボ

トル」、「プラスチック製容器包装」については、容器包装リサイクル法に基づき、再商品化し

ています。 
しかし、容器包装リサイクル法には、 
・ 容器包装の製造等事業者によるごみ減量の取組みが進んでいない。 
・ 手間と費用がかかる分別収集から中間処理までを担う自治体の負担が重い。 
・ クリーニングの袋を対象外としているなど、分別の対象が市民感覚にあわない。 
・ 市町村が再商品化の手法の選択、履行の確認を行うことができない。 
・ プラスチック製容器包装の材料リサイクルにおいて、収集された容器包装の半分が残さ 

として処理されている。 
といった課題もあります。 
そこで、横浜市では、本市独自で、または他都市と共同して、 
・ 容器包装の製造等事業者によるごみの発生抑制や分別排出しやすい容器包装の開発・採

用などの取組みを促進すること。 
・ 容器包装のリサイクルにおける事業者と自治体の費用負担について見直すこと。 
・ 素材別のリサイクルとすること。 
・ 地方自治体において再商品化の履行が確認できる仕組みを構築すること。 
・ プラスチック製容器包装の材料リサイクルにおいて、残さとして処理されているものに 

ついて、他の手法による再商品化を推進すること。 
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 などについて、国に対し、要望を行っています。 

また、市民の皆さんが分別排出した資源が確実にリサイクルされているかどうか、本市独自

に、リサイクル事業者に確認を行っています。 
  今後も、容器包装リサイクル法について、市民の皆さんにわかりやすい分別区分とすること、

確実にリサイクルされること、発生抑制を推進すること、などの観点から、国に対して要望を

していきます。 

 

 

■資源集団回収の促進 

 

ごみ減量・リサイクルを目的として、現在、約 3,853 の自治会・町内会、子供会等の住民団

体が古紙、布類等の資源集団回収を実施しています。 
今後も、資源集団回収を中心とした古紙・古布のリサイクルを推進するため、実施地域には

実施回数の増や、行政回収と実施日の調整とともに、未実施地域では集団回収実施の働きかけ

を行います。 

 

【資源集団回収実施状況の推移】 

 平成 13 年 平成 14 年 平成 15 年 平成 16 年 平成 17 年 

実施団体数（団体） 3,226 3,200 3,284 3,475 3,853 

回収量（トン） 118,477 106,655 108,354 122,643  157,407 

 古紙 115,665 104,747 106,366 120,382  153,537 

 布類 2,071 1,103 1,089 1,512   3,082 

 金属類 591 593 648 676     737 

 ガラスびん 150 212 251 73  51 

 

 

 

 

※平成 17 年の回収量は、1 月から 12 月までの速報値。 
※各数値は四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。 

 

 

■資源デポ（常設資源回収拠点）の整備 

 

市民の皆さんが、いつでも資源を持ち込むことができるよう、常設の資源回収拠点（資源デポ）

を設置し、市民の皆さんが持ち込む資源を回収しています。 
「資源回収センター」では、新聞、雑誌・その他の紙、段ボール、紙パック、布類、缶・びん

を回収しています。また、区役所・地区センター・コミュニティハウスなど、市民利用施設 117
か所に設置した「資源回収ボックス」では、新聞・雑誌・その他の紙・紙パック・布類を回収し

ています。 

今後も、分別排出の利便性を向上させ、分別の徹底と定着を図るため、引き続き資源デポ事業

を推進していきます。 
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【資源デポの回収量と設置か所数の推移】 

 

 

 

 
 
 

 平成 13 年度 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 

資源回収センター（トン） 186.6 229.6 229.1 340.8 436.4 

資源回収ボックス（トン） 752.9 740.7 998.8 1,836.5  3,132.4  

 設置か所数（か所） 52 51 100 103     ,118118 

合計（トン） 939.5 970.3 1227.9 2177.3 3,568.8 

 
資源回収ボックス 

 
 
 
 
■センターリサイクルの全区展開 

 
市民の皆さんに積極的に分別・リサイクルに取組んでいただくため、各区収集事務所・焼却

工場などにおいて、古紙類、プラスチック製容器包装等の資源を受入れています。 
今後も、市民の皆さんの分別排出の利便性を向上させ、分別排出の徹底と定着を図るため、

センターリサイクルを推進していきます。 

 

【センターリサイクル実施状況の推移】 

 平成 13 年度 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 

回収量（トン） 172.5 179. 8 239.9 406.4  367.3  

 古紙類 110.0 113.4 152.8 286.1  247.1 

 古着・古布 54.8 62.4 83.3 114.4 107.6 

 金属類 3.1 2.2 2.4 1.8    4.4 

 びん類 1.7 1.3 1.3 0.4    0.8 

 ペットボトル 2.4 0.1 0.1 0.1      0.5 

 プラスチック製容

器包装 
0.5 0.4 0.1 3.5   5.5 

 その他 ― ― ― 0.1    1.1 

実施区数 
4 区（神奈川、

旭、泉、瀬谷） 

4 区（神奈川、

旭、泉、瀬谷）

8 区（神奈川、中、

南、旭、金沢、青

葉、泉、瀬谷） 

全 18 区 全 18 区 

※各品目の数量は端数処理をしているため、合計量と一致しない箇所があります。 
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■せん定枝のリサイクルの推進 

 
家庭から出されるせん定枝のリサイクルを推進するため、各区収集事務所においては、「せ

ん定枝チップ機」を市民の皆さんに無料で貸出を行っています。さらに、市民の皆さんがせん

定した枝を神明台処分地内にあるグリーンコンポストプラントで受け入れ、土壌改良材として

リサイクルしています。 
今後も、せん定枝のリサイクルを推進するため、「せん定枝チップ機」の無料貸出、グリー

ンコンポストプラントにおける受入を行うとともに、家庭から出るせん定枝を新たに資源物と

して収集し、リサイクルを進めます。 

 

【せん定枝チップ機の貸出件数と資源化量の推移】 

 
せん定枝生チップ

 平成 15 年度※ 平成 16 年度 平成 17 年度 

せん定枝チップ機 貸出件数（件） 290 461 526. 

せん定枝 資源化量（トン） 27.7 60.7  47.4 

※平成 15 年度は 12 月から 3 月までの実績 
 

【市民のグリーンコンポストプラント搬入量の推移】 

 平成 15 年度※ 平成 16 年度 平成 17 年度 

市民 グリーンコンポスト 搬入量（トン） 4.0 6.3 43.4 

※平成 15 年度は 12 月から 3 月までの実績。 

 
 
■生ごみのリサイクルの推進 

 
家庭から排出される生ごみの減量・リサイクルを推進するため、家庭用電気式生ごみ処理機、

生ごみコンポスト容器の購入助成制度を実施しています。 
今後も、購入助成制度を実施するとともに、新たな生ごみリサイクル策として、堆肥化や飼

料化、メタンガス化などについて、調査を進めます。 

 

【生ごみ処理機、コンポスト容器の助成基数の推移】 

 平成 13 年度 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度

電気式生ごみ処理機 助成基数（基） － 180 1,003 2,000  2,000 

電気式生ごみ処理機 助成応募件数（件） － 904 1,528 6,197 6,480 

生ごみコンポスト容器 助成基数（基） 670 520 599 558   794, 
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■廃食用油のリサイクル事業 

 

収集事務所や焼却工場などの職員が中心となり、市民の皆さんが排出する天ぷら油等の廃食

用油を収集し、各地域を走行するごみ収集車の燃料としてリサイクルする事業についての調

査・検討を行っています。 
今後は、より具体的に、事業化へ向けた検討を重ねていきます。 

 

 
■環境にやさしい取組み行動協定 

 

市内の主なスーパーマーケット・地域生協・百貨店（32 社・１組合 248 店舗）との間に「容

器包装の削減に向けた環境にやさしい取組み行動協定」を締結し、市民の皆さんに対してマイ

バッグの持参や簡易包装への協力を呼びかけ、容器包装の発生抑制・減量に取組んでいます。 
協定各社がレジ袋不用ポイントカードの導入やオリジナルマイバッグの販売、普及などに取

り組んでいますが、店頭回収品目のばらつきを解消することや協定参加店舗数を増やすことが

課題となっています。 
今後は、協定事業者の他にも、容器包装の削減に取り組む事業者を増やしていくことが重要

であり、容器包装削減に意欲ある事業者を「Ｇ３０・ＥＣＯパートナー」として認定する事業

を実施します。また、より一層の容器包装の発生抑制・減量に向けて、事業者と協働した取組

みを実施するなど、市民の皆さんへの啓発を強化していきます。 
 

 

【取組み行動協定締結団体及び店舗数】 

 14 年度 15 年度 16 年度 17 年度 

事業者（組合）数 23 28 27   33 

店 舗 212 223 225  248 
協定店ロゴマーク

 
 
■経済的手法等の検討 

 

経済的手法の一つである家庭ごみの有料化は、分別が徹底され定着した後に導入することで、

ごみ減量・リサイクルの推進により有効に働く施策であると考えております。まずは分別の徹

底と定着に向け、市民と協働して取り組んでいきます。 
経済的手法については、今後も、ごみ減量・リサイクルの状況を踏まえつつ調査・研究を行

っていきます。 

 

■集積場所からのごみ・資源物の持ち去り禁止 

 

集積場所に分別して出されたアルミ缶などの資源を無断で持ち去る事例が発生していたこと

から、ごみ減量・リサイクルを円滑に推進していくため、「横浜市廃棄物等の減量化、資源化及

び適正処理等に関する条例」を改正し、平成 16 年４月１日から持ち去り行為を禁止しました。 
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（３）事業系ごみの減量・リサイクル 

■立入調査 

 

大規模事業所に対しては、年 1 回減量化・資源化等計画書の提出を義務付けており、これ

に記載されている内容と実際の取組状況等について、立入調査を行い、ごみ減量・リサイク

ルの働きかけと適正処理の指導をしています。また、焼却工場での搬入物検査で、分別に問

題が見られた排出事業者に対しても立入調査を行っています。 
今後も、事業者の皆さんから排出されるごみ減量・リサイクルを進めるため、立入調査を

行っていきます。 

 

【立入調査件数の推移】 

 平成 13 年度 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 

大規模建築物数（件） 2,608 2,590 2,594 2,631 2,614 

立入調査件数（件） 600 580 700 900  1,000 

※大規模事業所：店舗面積が 500 ㎡を超える小売店舗及び延べ床面積が 3,000 ㎡以上の事業所 
 
 

 

■焼却工場における搬入物検査 

 

事業系ごみの減量・リサイクルを推進するため、平成 15 年 12 月から産業廃棄物である木

くず等や資源化可能な古紙について、焼却工場への搬入を停止しました。 
これにあわせて、焼却工場での搬入物検査を強化し、古紙やびん・缶等のリサイクルでき

るものやプラスチック等の産業廃棄物が搬入された場合は、持ち帰り等の指導を行うととも

に、資源化ルートへの誘導等を行っています。また、搬入物検査をより効率的に行うため、

全工場に自走式の搬入物検査装置を導入しています。 
今後も搬入物検査を継続的に実施し、リサイクルと適正処理を推進していきます。 

 

【搬入物検査台数の推移】 

 平成 13 年度 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 

検査台数（台） 2,263 4,027 8,093 40,923  90,629 

 
 

 

搬入物検査の様子 
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■グリーンコンポスト事業 

 

泉区の神明台処分地にあるグリーンコンポスト施設で、せん定枝を受入れ、破砕し生チッ

プとして、また、その後発酵させ、土壌改良材としてリサイクルしています。 
なお、今までは直径 15cm 以下のせん定枝しか受入れできませんでしたが、これを直径 30

㎝まで受け入れられるよう、大型破砕機を設置し、施設の増強をしました。 

今後も、せん定枝をグリーンコンポスト施設へ搬入するよう誘導し、せん定枝のリサイク

ルを推進していきます。 

 

【グリーンコンポスト事業実績の推移】 

 平成 13 年度 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度

せん定枝受入量（トン） 3,805 3,995 4,239 3,647 5,316 

製品出荷量（トン） 2,180 2,061 1,938 2,269 2,347  

 
 
 

 
神明台処分地内グリーンコンポスト施設プラント 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

■小学校給食残さのリサイクル 

 

小学校から排出される給食残さについては、小学校に設置している生ごみ処理機で堆肥と

してリサイクルするほか、リサイクル施設で家畜の飼料として再生しています。こうした取

組は、小学生にとって、毎日の給食をとおしてリサイクルを実体験することができ、ごみ問

題やリサイクルについて考えるきっかけとなっています。 
今後も、給食残さのリサイクルの推進と環境教育への活用を図っていきます。 

 

【小学校給食残さのリサイクルの状況】 

 平成 13 年度 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 

生ごみ処理機設置校（校） 25 28 44 66 66 

飼料化実施校（校） － － 36 71 196 

合 計（校） 25 28 80 137 262 
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生ごみ処理機 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

■市役所ごみゼロの推進 

 
横浜市役所では、自らも排出事業者としてごみ減量・リサイクルに率先して取組むため、

市の全ての施設において分別品目を拡大（18 分別）し、資源となるものを可能な限りリサイ

クルしています。各職場に、職員の中から「ごみゼロ推進委員（Ｇメン 530）」を選任し、職

場でのごみの発生抑制と分別・リサイクルの徹底に取組んでいます。また、収集運搬に伴う

環境負荷とコストの軽減を図るため、分別拡大した施設のごみ処理契約を、所在区ごとに一

本化する「ルート回収」を構築しています。 
また、資源循環局では、19 収集事務所、６工場等がＩＳＯ14001 認証を取得し、局内全事

業所が認証組織となりました。 
今後も、排出事業者として、市役所内の３Ｒ推進体制を強化し、庁内のごみ減量・リサイ

クルを積極的に推進していきます。また、取組状況を公表するとともに、民間事業者の取組

を誘導していきます。 

 

【リサイクル率の推移】                              （単位：トン） 

 平成 16 年度 平成 17 年度（速報値） 

 ごみ廃棄量 資源化量 リサイクル率 ごみ廃棄量 資源化量 リサイクル率 

市庁舎 70.0 525.7 88.2% 34.6 477.5 93.2％ 

18 区庁舎 356.8 861.5 70.7% 288.0 904.9 75.9％ 

 （参考）平成 15 年度、資源循環局（松村ビル内）の「ごみゼロチェック週間」におけるリサイクル率は、89.2％。 
 
 
  回収車両は区内の各

施設を巡回し収集。

環境負荷、ｴﾈﾙｷﾞｰ消

費も軽減！

収集運搬業者 リサイクル 

施設 

 

 
 

ルート回収のイメージ 

 
  

 
 

Ｇメン５３０研修会の様子 
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（１）効率化の推進 

■各種業務の効率化 

効率的・効果的に事業を推進していくため、家庭ごみ等の収集運搬業務をはじめとする各種業務の

委託化を推進し、平成 15 年度から 17 年度までに、26 億 4 千万円の経費を節減しました。 
今後も、「サービス水準が同じ場合には、コストの低いほうを」、「コストが同一の場合には、サービ

ス水準の高いほうを」という考え方に立ち、委託化による課題と効果を十分に検証し、条件整備を進

めて、順次、委託化を推進していきます。 
 

●家庭ごみ等収集運搬業務委託 

西区、中区において、家庭ごみ等の収集運搬業務を民間業者へ委託し、平成 16 年度から平成 17
年度までに、6 億 6 千万円の経費を節減しました。 

●中継輸送業務の効率化 

港北輸送事務所・磯子輸送事務所を廃止し、戸塚輸送事務所・神奈川輸送事務所・神明台輸送事

務所の運営管理業務を委託し、平成 15 年度から平成 17 年度までに、18 億 6 千万円の経費を節減し

ました。 
●粗大ごみ収集運搬業務委託 

平成 17 年度から保土ケ谷、旭、緑、青葉、都筑、瀬谷の 6 区において、粗大ごみの収集運搬業

務を民間業者へ委託し、１億円の経費を節減しました。 
さらに、受付から収集・運搬業務を一本化するなど、効率的な業務運営を推進しています。 

●公衆トイレ清掃委託による経費節減 

平成 17 年度から港南、磯子、金沢、戸塚、栄の５区２０か所において、公衆トイレの清掃業務

を委託し、2 千万円の経費を節減しました。 

 

■財源の確保 

●広告による財源確保 

各種広報印刷物やホームページへの広告掲載、イベント開催時の協賛企業の募集、ホイールカバー

広告事業など、様々な媒体や機会を有効に活用して、財源の確保に取り組んでいます。また、都筑工

場では看板を提供して広告契約を結びました。 

今後も、積極的に新たな財源確保に取組んでいきます。 
 

【広告収入額】 
平成 16 年度 平成 17 年度（予定額） 

1,050 千円 3,307 千円 

 
●焼却工場での財源確保（リサイクル） 

金沢工場では、焼却灰を溶融し、溶融スラグを路盤材としてリサイクルするほか、溶融時に生じる

メタルを売却してリサイクルしています。 
鶴見工場では、焼却灰から鉄・アルミを抽出して売却し、リサイクルしています。 
今後も、引き続き、焼却工場の効率的な管理運営や売電収入の確保に努めていきます。 
 

２ 効率的な執行と市役所サービスアップ 

 
ごみと資源の分け方・出し方 

 
資源循環局ホームページ 
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●焼却工場での財源確保（電力） 

焼却工場では、ごみの質の変化に対応した効率的な運転管理や、運転経費の節減に努めています。 
また、可能な限り発電効率の高い工場においてごみの焼却を行うとともに、発電した電気については、

競争入札による売却や、新エネルギー法の活用により新たに環境価値分を別に売却するなど、売電収入

の確保に取組んでいます。また、発電電力を工場や余熱施設等で自家消費していますが、売電収入 16
億円と自家消費分 24 億円を合わせて約 40 億円（平成 17 年度実績）の財政効果を生み出しています。 

【平成13～17年度 売電実績】 

 平成 13 年度 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度※ 

売電量（千 kWh） 288,904 274,084 277,087 234,573 184,272 

売電額（千円） 2,080,470 2,001,240 2,048,711 1,710,443 1,306,082 

※このほかにRPS法制度による環境価値分（約３億円）があります。 

 

●資源物の売却による財源確保 

資源として収集したもののうち、缶、びん（無色・茶色）、小さな金属類、粗大ごみの金属類・家

具類・家電製品、また、分別収集品目の拡大により、スプレー缶、古紙、古布を新たに加え、これら

を有価物として売却しており、平成17年度の売却額は約13億円となっています。 

今後は、これらに加え、本市がリサイクルの履行確認を行うために、ペットボトルの一部を、国内で

のリサイクルを条件に売却し、財源確保にも役立てていきます。 

【平成13～17年度 資源物の売却量・売却実績】 

 平成 13 年度 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 

売却量（ｔ） 3,959 4,165 4,060 4,549 4,607 
アルミ缶 

売却額（千円） 351,257 444,035 516,809 574,595 684,188 

売却量（ｔ） 8,191 7,549 7,091 6,862 7,030 
スチール缶 

売却額（千円） 23,650 51,486 100,235 130,902 135,832 

売却量（ｔ） 17,216 15,814 15,084 14,569 15,519 びん 

（無色・茶色） 
売却額（千円） 3,615 3,321 2,376 2,294 2,571 

売却量（ｔ） 7,220 6,354 7,038 8,150 7,379 
粗大ごみ 

売却額（千円） 2,549 19,524 122,653 166,231 41,419 

売却量（ｔ） 4,233 
小さな金属類 

売却額（千円） 
（※1） 

118,683 

売却量（ｔ） 6.3 （※2）     (61) 279 
スプレー缶 

売却額（千円） 154 （※2）   (1,244) 7,093 

売却量（ｔ） 1,355 10,600 52,938 
古紙 

売却額（千円） 1,351 18,424 294,407 

売却量（ｔ） 366 1,667 6,418 
古布 

売却額（千円） 

 

271 749 4,030 

売却量（ｔ） 36,585 33,881 35,000 46,397 98,402 合計 

（※3） 
売却額（千円） 381,070 518,366 743,849 893,195 1,288,223 

 

 

※1 粗大ごみとあわせて中間処理し、売却しています。 

※2 粗大ごみとあわせて売却しているため、（ ）内の数値は粗大ごみの内数です。 

※3 各品目の売却量及び売却額は端数処理しているため、合計があわない場合があります。 

※4 売却額は税込みの金額です。 
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（２）市民・事業者の皆さんへのサービスアップ 

 
■ふれあい収集事業 

 
家庭ごみや資源物の持ち出しが困難な一人暮らしの高齢者や障害のある方々を対象として、収集事

務所が調整窓口となり、小中学生を中心とした地域ボランティアによる持ち出し収集する「ふれあい

収集事業」を実施しています。 
また、粗大ごみ収集については、従来から、粗大ごみの持ち出しが困難な一人暮らしの高齢者や障

害のある方を対象に、収集職員による持ち出し収集を実施しています。 

今後も、「ふれあい収集」の制度について地域への周知をはかるとともに、実施にあたっては対象

者宅とボランティアとのコーディネートを行いながら事業を推進していきます。 

【ふれあい収集実施件数】 

平成 16 年度 平成 17 年度 

76 件 188 件 

【粗大ごみ持ち出し収集実施件数】 

平成 16 年度 平成 17 年度 

3,262 件 4,047 件 

 
■狭路収集事業 

 
道路が狭いため、ごみ収集車が通行することができず、ごみや資源物の持ち出しが不便となってい

る地域を対象として、各区の収集事務所に軽トラックを配置して収集する「狭路収集事業」を実施し

ています。 
今後も、要望のある地域について、集積場所の確保や効率的な収集ルートを考慮し、可能なところ

から順次実施していきます。 

 
 【対象世帯数】 

平成 16 年度 平成 17 年度 

約 5,000 世帯 約 10,000 世帯 

＜事業イメージ＞
         これまで      　　　　　　　　                    事業実施

狭 あ い 道 路 狭 あ い 道 路
(収集車の通れない道路) (収集車の通れない道路)

従来の集積場所

住民

ごみを収集場所
　　　　　　まで運ぶ

従来の集積場所

住民

住民

今後、地域の希望等を取り、
場所の選定を行う。

新集積場所

別途、軽トラッ
クによる収集

住民 狭 路 狭  路 

 

 
ふれあい収集の様子 
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■焼却工場における搬入時間の拡大 

焼却工場への搬入の利便性を向上させるとともに、発電効率の良い工場への搬入を促すため、これ

までの早朝搬入受入に加え、鶴見工場において、平成 17 年 8 月から昼休み時間帯の搬入受入を開始

しました。 
また、平成 18 年１月からは金沢工場において、昼休み時間の搬入受入と夕方時間の延長を開始しま

した。 
 
■地域等への貢献 
 市内全域で作業する収集業務を通じて、防犯や人命救助など、地域への貢献をしてきました。 

 
 ●防犯への取組 

子供や地域住民の皆さんが安全で安心して暮らせるように、神奈川県警察との間で「地域安全に関

する協定」を締結し、横浜市内をくまなく走行している収集車に防犯をアピールするステッカーを提

示するとともに、収集車のスピーカーから防犯広報を放送し、市民の皆さんの防犯意識の向上や犯罪

防止に役立てています。さらに、作業中に発見した犯罪関連情報を警察に通報するなど、犯罪捜査に

協力しています。 
 
     【資源循環局職員 地域防犯等による職員表彰等実績】 

表彰区分 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 

市長表彰 2 件 ５名 1 件 4 名 － 

資源循環局長表彰 － － ６件 15 名 
（例）収集車で走行中、被害女性の悲鳴で駆けつけた男性ともみ合うひったくり犯人に遭遇し、市民と協

力の上、犯人を取り押さえ、110番通報など犯人逮捕に貢献。 

 

 ●人命救助への取組 

市内全域で作業する業務の特性を生かして、Ｇ３０を市民の皆さんと協働して進めるなかで、市民

の皆さんのために自分たちにできることを個々の職員が考えて、収集職員を対象とした「普通救命講

習会」 を実施し、救急救命技術（応急措置技術）を習得しています。平成17年度は、約1,600 人の

収集職員のうち、98.0％が受講を終了しています。また、「普通救命講習」を指導できる資格をもつ「応

急手当普及員」を養成し、各区収集事務所に複数名配置して収集職員の救命技術の向上を図っていま

す。 

 

     【資源循環局職員 人命救助等による職員表彰等実績】 

表彰区分 平成 16 年度 平成 17 年度 

市長表彰 2 件 3 名 2 件 12 名 

資源循環局長表彰 1 件 2 名 16 件 63 名 

（例）旭区内を収集車で走行中、倒れている市民を発見し、直ちに心臓マッサージ等の救急救命措置を行

い、人命救助に貢献。 
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講習会受講の様子 

 ●地域防災への取組 

新潟県中越地震の被災地である小千谷市及び長岡市に対し、応援職員を派遣するとともに、災害用

仮設トイレの設置、簡易式トイレパックの搬送を行いました。さらに、小千谷市からの要請を受け、

被災家庭から出されたごみ収集作業の応援を行うため、応援職員と収集車両を派遣しました。 

新潟県中越地震への応援活動を通じて得た教訓を活かし、現行の「横浜市防災計画（震災対策編）」

をより具体的なものとするため、簡易式トイレパックの調達、地域防災拠点での分別、災害廃棄物一

時仮置場の確保・管理作業等について記載しました。 
さらに、この計画が、災害発生時に機能するよう、簡易式トイレパック製造メーカーと新たに協力

協定を締結し、業界団体との協力協定内容の見直しを行いました。また、有事の際、協定締結先と連

絡体制が確保できるよう、連絡方法、連絡先の確認や、当局全職員を対象とした職場研修を実施しま

した。 
今後も、災害時の具体的な行動マニュアルを作成し、また、職場研修等の機会を通じて、職員の危

機管理意識の向上を図っていきます。 

 

 

小千谷市への応援職員派遣の様子 

 

 ●海外への災害支援の取組 

スマトラ沖大地震およびインド洋津波被害への支援として、スリランカ政府へ、中古バキュームカ

ー９台を寄贈しました。 

 

■分別・不適正廃棄物等に関する相談窓口の設置 

 

収集事務所に産業廃棄物も含めた分別・不適正廃棄物等に関する相談窓口を設置し、分別方法に対す

る問い合わせの対応をしました。また、産業廃棄物に関する苦情の受付や初動調査を行っています。 
 



３ 安全な処理と安定したリサイクル 

 
（１）安全な処理の推進 

■安全な焼却工場の運営 

 

ごみ焼却工場においては、ダイオキシン類やその他の有害物質の発生や排出を抑制するため、

モニターや排ガス監視装置などにより 24 時間、365 日体制で監視を行っています。ごみについ

ては、高温で燃焼し、排ガスや排出水については、処理設備により処理を行なっています。さら

に、定期的に排ガス中のダイオキシン類などを測定し、その測定結果や維持管理記録は工場や資

源循環局のホームページで公表しています。 

また、ごみ減量・リサイクルを推進するとともに有害物質等の焼却不適物の不適正搬入を防止

するため、検査・監視体制を強化して搬入物検査に取組んでいます。 

今後も、安全・安定した処理及び適正な運転管理を実施するとともに、環境対策の充実や不適

正搬入の防止に努めていきます。 

 
 
 
 
 
 
       焼却工場        工場内（中央管制室）      搬入物検査の様子 

 
■焼却工場の改修等 

 
 

 

焼却工場については、安定的な運転を確保するため、耐震補強工事や老朽化した設備の大規模

補修を進め、長寿命化を図っています。 
今後も、ごみ減量・リサイクルを徹底的に進める一方、焼却が必要なごみについて、安定的な

処理を確保するため、稼動後 25 年を目途として老朽化した設備の大規模補修を、概ね 35 年でプ

ラント設備更新を行なうなど、焼却工場を大切に使っていきます。 

 
【これまでの改修等実績】 

平成 15 年度 保土ケ谷工場の耐震補強工事 

平成 16 年度 保土ケ谷工場の耐震補強工事 

平成 17 年度 保土ケ谷工場の耐震補強工事（17 年５月に完了）、都筑工場の耐震補強工事（基本設計） 

【今後の改修等】 

平成 18～19 年度 保土ケ谷工場の焼却設備大規模補修 

平成 19 年度 都筑工場の耐震補強工事（実施設計） 

平成 19～20 年度 都筑工場の耐震補強工事 
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■最終処分場の適正な管理 

 
南本牧廃棄物最終処分場と神明台処分地の２つの最終処分場では、周辺の環境に影響を与えな

いよう、埋立物の飛散や臭気を防止するための即日覆土、排水処理施設における処分場内の浸出

水の高度処理、月１～４回の水質調査等、定期的な環境調査を実施するなど環境保全対策を推進

しました。また、埋立終了後まだ水質が安定していない旧処分場についても、周辺地域の環境保

全に配慮し、排水処理施設により浸出水の浄化処理を行うなど適正に管理しました。 
今後も、周辺環境や周辺との美観に配慮するため、環境保全対策を充実していきます。 

 
 
 
 
 
 

即日覆土の様子           排水処理施設 

 
■神明台処分地第７次３期埋立地の開設 

 
平成 20 年度開設に向けて、16 年度から工事を開始しており、17 年度は地盤の安定化工事を行

いました。引き続き本体工事及び調整槽の設置工事を進めます。 

 
 
  【開設の経過】 

平成 15 年度 住民説明会の開催（旭区、泉区、瀬谷区） 

平成 16 年度 工事開始 

平成 17 年度 地盤安定化工事完了、本体工事及び調整槽の設置工事着手 

平成 18、19 年度 本体工事及び調整槽の設置工事 
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■南本牧廃棄物最終処分場 

 
南本牧第２ブロック廃棄物最終処分場は、平成 19 年度頃埋立終了の予定でしたが、ごみ減量・

リサイクルを推進するほか、処分場の閉鎖に向けた最終的な覆土の厚さを変更することで埋立量

を確保することにより、７年程度、延命化を図ることとしました。 
今後は、長期・安定的に廃棄物を埋立処分していくため、平成 26 年度頃を目途に、南本牧ふ

頭第５ブロック内に新たな廃棄物最終処分場を開設していきます。 

 
  【新規廃棄物最終処分場整備の経過】 

平成 16 年度 環境アセスメント手続き（方法書作成及び冬季の環境現況調査） 

平成 17 年度 環境アセスメント手続き（春・夏・秋季の環境現況調査及び準備書作成） 

 
  【廃棄物最終処分場埋立計画】 

 
 
 
 
 
 

 

 
 

 

第２ブロック 

第５ 
ブロック 

 
 
 
■アスベスト対策 

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

※

年　　度

Ｇ３０プランによる一般廃棄物埋立計画量及び実績から推計した産業廃棄物埋立計画量に基づく埋立計画

南本牧
第２ブロック

処分場

新規処分場
（第５ブロック）

神明台処分地 ７次Ⅲ期

環境アセス・設計等 遮水護岸建設工事
施設整備工事

供用

７次Ⅰ
期 ７次Ⅱ期

調査

当初計画 延命化

 
人体へ重大な影響を及ぼすアスベストへの対策として、一般廃棄物処理計画実施計画を平成 17

年８月 25 日に改定し、アスベストを含む一般廃棄物については「排出禁止物」に指定し、横浜

市では収集しないものとしました。市民の皆さんが処理する場合には、一般廃棄物収集運搬業者

を紹介し、回収して、南本牧廃棄物処分場で埋め立てています。 
今後も、適正処理に向けて取組を推進していきます。 
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（２）安定したリサイクル 

■資源選別施設の整備・改修 
 

分別拡大の全市展開に対応するため、ペットボトルのみを処理していた金沢資源選別センター

に缶・びんの選別機能を付加し、施設の増強を図りました。（平成 17 年 11 月に開設） 

今後は、さらに安定した中間処理体制の充実を図っていくため、現在休止している緑資源選別

センター（A棟）をペットボトルも処理できる施設として拡充整備します。 

 
 

 
 
 
 
 
■焼却残さ資源化施設の整備・運営 

 

 

金沢資源選別センター

金沢工場で発生する焼却灰の溶融処理を行ない、できた溶融スラグを道路路盤材等に再利用し

たり、溶融メタルを売却してリサイクルしています。また、焼却灰のリサイクル事業について、

実施方針の策定、公表に向け、事業手法と全体の枠組みの整理を行っています。 
今後も、焼却灰の有効利用を積極的に推進していきます。 

  【これまでの取組】  

平成 15 年度 
焼却灰有効利用事業として、PFI 手法等を導入した灰溶融処理施設の整備に向けた調査及び焼却灰

のセメント原料化など、他の処理技術についての事業化の検討 

平成 16 年度 焼却灰の有効利用のひとつとして「ごみ焼却灰セメント原料化事業手法検討」の調査 

平成 17 年度 

・焼却灰の有効利用のひとつとして「ごみ焼却灰セメント原料化事業手法検討」の調査 

・鶴見工場の焼却灰の一部（異物を除去した細粒灰）について、試験的にセメント原料化処理を開始 

・金沢工場溶融飛灰の資源化に向けて、成分分析等の調査及び輸送方法の実証 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

丸み付け処理後の路盤材空冷スラグ スラグを使用した舗装

スラグを利用したコンクリート 2 次製品（敷地
境界ブロック）試作品 

 

溶融スラグとは？ 

溶融スラグとは、焼却灰を電気エネルギーを

用いて 1,500℃の高温で溶かし、安定化・無

害化した後、ガラス状の砕石、砂状に固形化

したものです。 

≪コラム⑨≫  現在、溶融スラグはこんなことに使われています。
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■リサイクル技術、処理技術等の調査・研究 
 

ごみ減量・リサイクルを推進するため、様々な調査・研究を実施しています。 

今後も、将来における３Ｒ・処理・処分のあり方を検討するため、継続的に調査・研究を進め

ていきます。 

 
  【これまでの取組】 

平成 15 年度 

○焼却工場におけるバイオマス発電の基礎データ取得のため、年４回、各工場のごみ組成に

ついて調査（Ｈ１６，１７も実施）  

○分別拡大モデル地区の分別の効果等を把握するため、家庭ごみの組成調査 

○溶融スラグの用途拡大について検討するため、コンクリート２次製品への利用について調査

○焼却残さの新たな有効利用に向けたセメント原料化基礎調査 

平成 16 年度 

○分別拡大先行６区とそれ以外の区について分別効果等を把握するため、家庭ごみの組成

調査 

○溶融スラグの路盤材以外への利用として、溶融スラグを骨材の一部として使ったコンクリート

製境界ブロック等を試作 

○家庭ごみの約 3０％を占める生ごみを減量・リサイクルするため、生ごみのリサイクル技術に

ついて調査 

平成 17 年度 

○分別収集拡大事業の本格実施における分別の効果等を把握するため、全区について年４

回、家庭ごみの組成調査 

○溶融スラグを使用して試作したコンクリート製境界ブロック等を、収集事務所新築工事で施

工し、磨耗状況等の追跡調査 

 
■静脈産業の育成 

 
静脈産業の育成に向けた取組として、本市公共工事に伴い発生する木くずを、指定するリサイ

クル施設で利用するよう制度化するとともに、処理業者・他都市へのヒアリング調査を実施しま

した。また、リサイクル品の利用促進に向けて、横浜市役所では、環境負荷の少ないグリーン製

品を積極的に購入・使用する「横浜市グリーン購入の推進に関する基本方針」などを定め、環境

に配慮した物品等の調達を進めるとともに、市民・事業者の皆さんにグリーン購入の普及啓発を

図るためのガイドブックを作成しました。 

今後も、横浜Ｇ３０プランが目指す「循環型社会」の実現を目指し、静脈産業育成に必要な方

策について、関係局と連携するなど、幅広い視点から検討していきます。 
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４ 環境にやさしい、きれいなまちづくりの推進 

 
（１）クリーンタウン横浜事業 

主要駅周辺や繁華街などを美化推進重点地区として指定し、行政が積極的に歩道等の清掃と

路上違反広告物の除去を一体的に行う「クリーンアップ事業」と、美化推進員による散乱防止

ＰＲなどの「啓発事業」、また、「ポイ捨て防止条例」に則った自動販売機設置のための届出受

付等を行っています。 
今後も、「自分たちの街は自分たちの手できれいに」の考えのもとに、自治会・町内会や、

ボランティア、企業などと連携して、市民の皆さんの自主的な美化活動を推進していきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）不法投棄防止対策 

不法投棄防止対策として、不法投棄されたごみの撤去や都心部を流れる河川及び河川沿岸の

清掃作業を行うほか、常習場所や不法投棄されやすい地域での夜間監視パトロールを引き続き

実施するとともに、警報装置の増設など、防止策の強化を図っています。また、不法投棄物の

早期発見や取り締まりの強化を図るため、市内全域で営業活動しているタクシー業界と「不法

投棄の情報提供に関する協定」を締結しています。さらに、各区では、地域の実情に応じた不

法投棄防止策の実施や、広報よこはま区版を活用しての不法投棄防止の啓発活動を行っていま

す。 
今後も、地域住民や警察等関係機関と連携してパトロールを実施するとともに、不法投棄多

発地点に警告看板や警報装置を設置するなど不法投棄の未然防止に努めていきます 
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（３）放置自動車対策 

放置自動車の処理にあたっては、市民の皆さんからの通報等をもとに調査を行い、所有者の

判明した車両については、所有者に撤去をさせております。また、平成 16 年 12 月に条例を改

正し、所有者が判明しない車両については、廃物判定委員会に諮問し廃物と判定されたものの

ほか、本来の用に供することが困難であることが明らかと市長が認めたものについて、委員会

の諮問を行わずに、公告、廃物認定を経た後に撤去しています。 
さらに、放火の危険性があることや道路交通に支障を及ぼしている車両等について、撤去を

迅速に行うため、市内２か所（栄焼却工場跡地、長坂谷処分地跡地）の保管場所を整備し、廃

物認定前であっても一時移動できるようにしました。 

今後も、放置自動車の撤去・処分を適正かつ迅速に行うとともに、関係機関と連携して放置

されにくい環境づくりを進めていきます。 
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「横浜Ｇ３０プラン」（横浜市一般廃棄物処理基本計画）の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
１ 市民・事業者・行政が情報を共有 

・ごみ・環境情報の提供 ・環境教育・環境学習の推進 ・普及啓発活動の推進 

 
２ 市民・事業者・行政が協働して、ごみ減量化を推進 

・Ｇ３０行動の推進   ・市及び各区にＧ３０行動の推進組織を設置 ・経済的手法等の検討 

 
３ 徹底的なごみの分別と資源化 

・プラスチック製容器包装、古紙、古布、スプレー缶、燃えないごみを新たに分別収集品目に加えた分別収集

の拡充 ・資源集団回収の推進 ・資源デポの整備 ・排出事業者による適正排出と資源化の推進 

・許可業者等による適正排出と資源化の推進 

 
４ 環境に配慮したごみ処理の推進 

・輸送事務所の委託または廃止によるコストの削減・効率化の推進 ・リサイクル関連施設等の整備・運営 

・施設の長寿命化による効率的な運営・管理 ・焼却残さの有効利用の推進など最終処分場への負荷の低減 

・灰溶融など焼却残さ資源化技術の調査・研究 

 
５ 環境にやさしい、きれいなまちづくりの推進 

・地域からの美化活動の推進 ・不法投棄防止対策の推進 

 

 

 

 

基本理念（環境行動都市の創造に向けて） 

 
     

 
 

廃棄物対策の５つの柱 

１ 市民・事業者・行政が一体となった減量化・ 
資源化の取り組み 

２ わかりやすい目標と全市民・事業者が参加・ 
協力できるシステム 

３ 排出者責任・拡大生産者責任の考え方のもと、
市民・事業者・行政が役割を認識し、分担 

４ ３Ｒの推進と安全で安定的な処理 

５ 民の力を活用した安全できれいなまちづくり 

環境にやさしいライフスタイルへの転換 
分別排出の徹底 
地域における積極的な減量・リサイクル活動 

など 

ごみになりにくい製品の設計・製造 
使用済み製品の回収・リサイクル 
発生抑制、再使用、リサイクルの推進など 

３Ｒのしくみづくり 
普及啓発、情報提供、情報交換 
処理・処分における環境負荷の低減など 

市 民 

事業者 

行 政 

ごみ問題を環境問題、資源・エネルギー問題の一環としてとらえ、廃棄物による環境への負荷をできる限り

低減するため、廃棄物の発生を抑制するとともに、徹底した分別をはかり、再生利用を推進することで、限

りある資源・エネルギーの消費の節減と循環的な利用を促進し、市民・事業者・行政が協働し、一体となっ

て「循環型社会」の実現をめざします。 

市民・事業者・行政の役割 

 
「焼却と埋立処分を中心とした」廃棄物対策から、「市民･事業者･行政が協働しものを大切にする生活スタイルを広め、

発生抑制・再使用を推進し、徹底的な分別をおこない、再生利用をすすめることで、焼却・埋立処分が必要となるごみを

できる限り削減することを基本とする」廃棄物対策への転換をはかり、 

平成22年度におけるごみ量＊を、平成13年度実績に対し３０％削減 

     ＊ごみ量…ごみとして排出されるもののうち、資源物として排出されるものを除く量 

計画目標 

基本方針と主な施策 

参 考 資 料 
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